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論文要旨
　本稿は日本政党政治史の特質を理論的に再構成するための序論的作業である。
　今日，日本政党政治史研究においては「地方利益論」とでもいうべき見解が通説をなしている。
だがこの「地方利益論」は，究極的に「政党政治」のメリットを権力の均衡の維持という機能に一
面化してしまいがちなきらいがある。
　本稿では，この陥穽を突破しトータルな「政党政治」史論を構築するためには，「政党政治」に対
する最大の要請根拠を地方利益要求の導入と行政の統合という2点の権力調停機能に見出すだけに
とどまらず，そうした権力の発動目標に着目するという政策論的観点を導入することが不可欠であ
るとの立場に立ち，その視角から「政党政治」に対する権力論的要請をその手段性において相対化
していくことの必要性を提唱した。第1章ではこの問題意識から原内閣期～田中内閣期の政友会の
政策転換を分析した。
　第2章では，政策目標の達成とそのために必要な権力編成の手段との間に生ずる矛盾への対応に
いかに政党が苦慮し，またその矛盾が「政党政治」の崩壊をもたらす圧力にどのようにリンクする
のかという点を，田中内閣期の地方分権構想，浜口内閣期の選挙制度革正構想に着目することによ
って分析し，地方利益要求が「政党政治」の存在に必ずしも肯定的に作用するものではないという
見通しを提起した。
　そして最後に，そうした「政党政治」革正構想が失敗し，「政党政治」が崩壊して以後近衛新体制
に至るまでの論理的見通しを提示した。
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はじめに
　本稿は日本政党政治史を論理的に再構成するための序論的試みである。かつて日本政党政治
史の特質を論理的に解明し，それを体系化する作業に着手されたのは三谷太一郎氏であった。
そうした三谷氏の研究は，その視点の鋭さと論理的構築性ゆえに以後の研究に絶大な影響を与
え，この三谷氏の研究の影響の下に以後の研究は進められ，地方利益論として定着し，今日通
説的位置を占めるに至っている。三谷氏の研究以降，こうした地方利益論はより発展し，精緻
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　りようがに深められたといえるが，今日未だ三谷氏の見解を全面的に凌駕する研究は出現していない。
したがって新たな日本政党政治史を構成するためには，この三谷氏の研究を再検討することが
どうしても必要となる。そこで本稿も，日本政党政治史の再構成をめざすに際して，この三谷
理論を再検討することからはじめなけれぽならない。三谷氏は帝国憲法の機能をも射程に入れ
て，「政党政治」確立の経緯を以下のように鮮やかに論理化された。
　すなわち，帝国憲法においては天皇大権によって「帝権」と「議会政府」は区別されており，
天皇大権の直接行使が否定されているため，大権は国家諸機関に委任され分有される。したが
って各国家機関は独立して天皇に直結してそれぞれ固有の存在理由を主張し，相互に抑制的機
能をはたし，いかなる国家機関も他に対して絶対的に優越的ではありえないという権力分立状
況が出現する。しかしこうした権力分散的な帝国憲法を作動させるためには何らかの体制の集
権化要因，すなわち事実上の「幕府的存在」が必要となる。まず最初にこのような役割を担う
ものとして登場したのが藩閥であるが，藩閥は地方的利益を汲み上げてこれを集票の回路に導
く関心と組織を持たず，ゆえに衆議院を支配する拠点を持たなかった。これとは逆に政党は地
方に拠点を据え，選挙に適合する体制をつくり上げることによって，衆議院を支配する条件を
整えることに成功した。衆議院が予算および法律議定権を持つかぎり藩閥は政党を排除するこ
とはできず，逆にこれを体制の集権化要因に転化させる必要に迫られることになった。他方，
政党にとっても権力に接近し，また地方利益要求に応えるためには予算措置や立法措置を伴う
関係上，藩閥との妥協・提携が必要となった。それゆえ日露戦後両者はさまざまな妥協提携を
試み，次第に提携関係をとり結ぶに至る（桂園時代）。そしてやがて藩閥が没落するに伴い政党
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）が権力の集権化を担う政治的主体となりうるに至った，と。
　要するに三谷氏の見解の重要な点は以下の2点にある。
　まず第一に，反「政党内閣」的指向をもつ帝国憲法の下にあってこそかえって「政党政治」
が必然化されざるをえなかった，という逆説を鮮やかに指摘されたことである。氏自身の言葉
をかりれば，「日本の政党内閣制は，逆説的にも本来反政党内閣的指向を持っていた帝国憲法
　　　　　　　　（2）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、の必然的所産であった」ということになろう。換言すれば，「政党政治」は帝国憲法によって原
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ヘ　　へ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト　　ヘ　　ヘ　　へ
理的に否定されていたからこそ逆に現実的に要請されざるをえなかったともいえる。
　第二に，「政党政治」の機能が，日露戦後に現出した①元老の影響力の衰退に伴う政治権力
の多元化，②戦争に対する「協力」（納税・徴兵）への見返り要求を機とした政治的底辺の拡
大，という2点の権力状況の変化に有効に，しかも同時に対応する点に存したことを的確な視
点で捉え犀利に論理化されたことである。
　すなわち三谷氏の論理を一言でいえぽ，こうした権力状況の変化に対する処理能力のゆえに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）政党は以後の政治過程の中で権力の主体を担うことになったということである。近代国家にお
いては政治権力の集中（政治権力の多元性の克服）と政治力の国民への浸透（政治権力への国
民の動員）という原理的には相反する契機を統一的に達成することが政治権力編成上の要締で
あるが，この観点からみれば三谷氏の政党政治史論は「政党政治」の機能を近代国家における
政治権力論の深部から捉えたものであるといえる。今日の政党政治史論に未だ三谷理論が多大
な影響を及ぼしつづけているのは，この三谷理論の視点の雄大さと，それを処理する際の論理
の明快性による。
　こうした意味で，筆老もこの三谷理論の呪縛から未だなかなか逃れることはできないが，し
かし翻って考えれぽこの2点の三谷理論の秀逸性は同時に三谷理論の問題点でもある。それゆ
え以下に具体的に述べる三谷理論に対する疑問は，そのまま本稿の問題意識でもある。
　まず第一に，帝国憲法の機能をめぐってである。たしかに三谷氏が指摘されたようぐこ，反
「政党内閣」的指向をもつ帝国憲法の下にあってこそかえって「政党内閣制」が必然化されざ
るをえなかったという逆説は否定できない。だが反面，「政党内閣制」の擁護者であった美濃
　　　　　　　、　、　、　、　、　、　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
部達吉でさえ「議院内閣制度は憲法上の制度としては我が憲法の採る所に非ず」（傍点原文）
と断定せざるをえなかったことにも示されているように，帝国憲法が本来反「政党内閣」的指
向を持っていたことの意味は無視できない。
　なぜなら党幣状況が蔓延する1930年代においては次の上杉慎吉の批判に代表されるような様
式の「政党政治」批判が効力を発揮するからである。
　　「我国体の上から政党内閣を容るることは出来ず，随って政党と云うものも，仮りに成立っ
　　ても，それは議会にのみ止まるので，議会より一歩を出て，内閣まで政党で占領すること
　　　　　　　　　　　　（5）　　は許さぬと思うのである」。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　へ　すなわち上杉はきわめて単純に「帝国憲法」（「我が国体」）と「政党政治」が原則的には相容
れないということを衝いているにすぎないが，「議会主義」の下での「政党政治」の腐敗と機
能不全が顕著になりつつあった状況の下では，こうした憲法の原則論に居直った「政党政治」
批判はそれが単純であるだけにかなりの効力を持つことになった。
　客観的に見て「帝国憲法」は「政党政治」には不利である反面，「議会政治」には有利な（と
いうよりそれを原則とする）憲法であった。そして「議会政治」と「政党政治」が融和的なも
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のか不適合的なものかということは原則的には確定できるものでないとすれば，「議会政治」と
「政党政治」の関係が良好なかぎり「政党政治」に有利な憲法として機能する一方，「議会政治」
の下で「政党政治」の評価が低下すると，「政党政治」に不利なというより「議会政治」という
誰も否認できない大原則を楯にした「政党政治」否定に根拠を与えるものとして機能するとい
う複雑性を持っていた。「帝国憲法」と「政党政治」の原則的不適合性を十分に自覚していた美
濃部達吉の「政党政治を採るか否かは……憲法の規定からは判断することの出来ない，全く実
　　　　　　　　　（6）際政治の問題に他ならぬ」という断言は「帝国憲法」の規定とは無関係に「政党政治」を要請
するための論理である反面，「帝国憲法」が「政党政治」に対して不利に作用する場合を予期し
たがゆえの防衛の論理でもあったのである。
　いずれにせよ「帝国憲法」と「政党政治」の関係をトータルに把握するためには，三谷氏が
指摘された「帝国憲法」が「政党政治」に対して及ぼした肯定的作用（逆説的にせよ）の側面
のみならず，こうした否定的作用の側面をも含めてその両義的作用に注意しておかなけれぽな
らない。
　第二に，後発国型国家における執行機関と議決機関の関係形態と「政党政治」の存在形態と
の関係である。日本のような後発国型国家においては議決機関に対する執行機関の優位性が前
面に出ることは避けがたく，議決機関は美濃部達吉が「代議制度の政治上の主たる価値は，其
の立法権又は予算議定権に有るのではなくして，第一には其の政府を組織する原動力たること
　（7）に有る」と断言したことにも示されているように，行政意志の中に国民の意向を反映させると
いうよりも，政府（内閣）の編成母体となることによって行政の安定化に貢献するという役割
を主として担うことになる。
　それではこのような行政と議会との関係の下で「政党政治」はいかなる役割を期待されて要
請されるのか。「政党政治」の庇護者であった美濃部達吉は自らの憲法論を平易に解説したr憲
法講話』（1911年）の中で次のように述べている。
　　「国務大臣は……相共同して内閣を組織して内閣に於て国務を相談し，共同に其の責に任
　　　　　　　　　　　　　　ヘ　　ヨト　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヨト　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　へ
　　ずるものでありますから，内閣の各大臣は成るべく同じ政治上の意見を持って居る者から
　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　へ
　　組織せらるることが自然の必要であります。殊に内閣は普通の合議体のように多数決で議
　　決するものではなく，閣議の決定には常に全内閣員の一致を要するのである。……若し全
　　内閣大臣の一致の意見でなければ，閣議が成り立たないものとすれぽ，全内閣大臣が同一
　　の政見を有するものから組織せられねぽならぬということは当然の結果であります。若し
　　閣員の中に意見が分かれて如何にしても其の一致を得ることが出来ないとすれぽ，それは
　　内閣の分裂を来たすの外は無いのであります。
　　　全内閣員が同一の政見を有すると云うことは，政党の勢力の発達して居る国では畢寛同
　　一の政党に属すということに帰するので，……其の自然の結果としては内閣は議会の多数
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　　を占めている政党から組織せらるることに成るのは，免るべからざる自然の勢でありま
　　（8）
　　す。」（傍点原文）
　つまり美濃部は，「政党内閣制」の効用を行政の中に「世論」を投映させるということより
も，「同一の政党に属」する者によって閣僚を構成し，行政意志（＝内閣の意志）の統一をは
かることによって閣内分裂を回避し行政の安定化を実現しうるという点に見出しているのであ
り，後発国型国家における行政と議会との関係を分析する場合この観点がきわめて重要となる。
　筆老はこの観点からいって，三谷理論をロ高矢とし，今日まで影響力を失っていない地方利益
論についても再検討を要するのではないかと考えている。三谷氏の所説の骨子は，政党が右の
2つの課題を克服するために自己の勢力拡大をめざして地方利益誘導を行使したとされる一方
で，この地方利益誘導は政党にとって単に自己の勢力拡大をはかるための手段というにとどま
らず，それ自体が政党にとっての政策課題といえるほどの重要性を持つものであったように位
置づけられている点にある。だが，「政党政治」の役割において，このように「世論」の投影
よりも行政意志の統一の方が重視されるという後発国型国家の権力編成上の特質が打刻される
のであるかぎり，当該時期の「世論」の主内容とされる地方利益要求を政治過程に投入するこ
とが「政党政治」の役割において三谷氏がいわれるほど大きな役割を占めていたかは大いに疑
問である。
　たしかに日露戦後において「世論」の主内容が地方利益要求という形態をとりやすかったこ
とは，日露戦争の特殊な性格を勘案すれば肯ける。すなわち，三谷氏も指摘しておられること
であるが，日露戦争においては納税・徴兵などによって国民の戦争に対する「協力」の範囲が
拡大した結果，戦争終結後は国家に対する国民の自己主張が強まることになった。しかし日露
戦争は国民すべてを動員するいわゆる総力戦ではなかったため，戦争終結後の国民の権利主張
は強まったとはいえ個人の権利・利益主張という鋭利な形態をとらずに地方利益要求という形
態をとったのである。
　だが地方利益要求が台頭してきたということと政党がその導入を積極的に政策目標として採
用したということはおのずから区別されなければならない。筆者はむしろ日露戦後の政党の動
向において地方利益要求の導入を積極的な政策目標に採用していた傾向は少ないのではないか
と考える。
　そもそも政党にとって，地方利益誘導を媒介に自己の勢力増殖をはかることは，同時に政党
自身が解きがたいジレンマを抱え込むことでもあった。なぜなら，地方利益誘導はその本性上，
自生的なものであれ人為的に創出されたものであれ，地域社会の利益の分化とそれを総括する
名望家秩序を媒介にした地域社会の分立性を前提とすることなしには行使しえない。
　つまり，地方利益誘導を手段にして勢力を扶植し内閣の編成母体になることは，皮肉にも内
閣の統一を維持するためにこそ地域社会の分立を前提とせざるをえないという深刻なジレンマ
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を政党が抱え込むことに他ならなかったのである。しかも地域社会の利益の分化は利益の地域
間格差を造出し，そこから立ちのぼる地域の不満はやがて強大な圧力となって政党を悩殺する
ことが避けられない。つまり地方利益誘導という政党の勢力拡大手段は，同時に「政党政治」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）の展開にとっての極桔要因をも造出するものであったのである。従来の地方利益論には，「政
党政治」が内包していたこの矛盾への論及が欠落している。その理由は，とりも直さず，右に
述べた後発国型国家の政治権力編成の形態上の特質が無視されないまでも留意されることが少
ないために他ならない。本稿はこの点の反省を踏まえ「政党政治」が包蔵していたこの深刻な
ジレンマに政党がいかに苦慮し，またそれが「政党政治」崩壊の要因にいかにリンクしたかと
いうことを分析することを重要な課題にしている。
　第三に，右に述べた論点を軽視した地方利益論は最終的に権力の均衡論に陥りやすいという
ことに注意しなければならない。
　三谷氏の政党政治史論においては，政党が①行政の分立の統一，②地方利益要求を中心とす
る「世論」の政治過程への投入，という2つの課題の達成をめざしながら政治過程における主
役の座に躍り出，権力の主体にのし上がっていく様相に周到に目が配られ，その過程が精緻に
論理化されている。だが三谷氏の分析において重視されているのは，政党がこれら2つの課題
を予定調和的にとまでは言わないにせよ，原敬の政治指導の下にきわめて円滑に達成した経緯
それ自体である。
　すなわち政党（政治）の最大の役割を地域社会の圧力と行政機構の間の，あるいは行政機構
内部の諸権力の破綻を回避し，矛盾を調停することそれ自体に見出し，まさにそれゆえに「政
党政治」の機能の中で上の2つの機能の間に生ずる矛盾に着目する作業は等閑に付されている，
というより結果的に等閑に付されざるをえない点に三谷理論の特質があるといってよい。この
点において三谷氏の政党政治史論は究極のところ権力の均衡理論なのである。
　たしかに「政党政治」の確立および定着の論理を解明する場合こうした視角をもつことは重
要であるが，この視角のみでは「政党政治」崩壊までを見通したトータルな政党政治史論は提
示できないのではないか。
　筆者はこの陥穽を突破しトータルな「政党政治」史論を構築するためには政策論の導入が不
可欠であると考える。すなわち，「政党政治」の最大の要請根拠を地方利益要求の導入と行政
の統合という2点の権力調停機能に見出すだけにとどまらず，そうした権力の発動目標に着目
するという政策論的観点を導入し，その視角から「政党政治」に対する権力論的要請をその手
段性において相対化していくことが必要なのではあるまいか。そしてその上で，政策目標（権
力の発動目標）の達成とそのために必要な権力編成の手段との間に生ずる矛盾への対応にいか
に政党が苦慮し，またその矛盾が「政党政治」崩壊をもたらす圧力にどのようにリンクするか
という点を分析してはじめて「政党政治」崩壊までを総合的に見通した立体的な「政党政治」
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史が構築できるのではあるまいか。
　本稿では以上の点の反省に基づいて日本政党政治史の再検討を行ないたい。その場合，政党
の勢力が本格的に伸長する日露戦後から「政党政治」が崩壊する昭和初期までを視野に入れた
トータルな分析が必要なことは言うまでもないが，本稿ではその点に留意しつつも特に「政党
政治」の矛盾が極大化した田中義一・浜口雄幸内閣期の「政党政治」革正構想に焦点をあて，
「政党政治」が内包していた矛盾への政党の側の対応を分析することによって，「政党政治」の
課題と矛盾を逆照射し，「政党政治」の実相に迫るという方法をとる。田中・浜口内閣期に「政
党政治」の矛盾が極大化したことの実態と意味は本論中の行論が明らかにする。こうした視角
に基づいた本稿が，従来の日本政党政治史研究に新視角を加えることができれぽ幸いである。
1．　積極政策とその矛盾
（1）原敬と「産業主義的強国化政策」
　従来の地方利益論においては，日露戦後「政治的底辺の拡大」（三谷太一郎）にともなって
増大した地方利益要求の圧力が立論の前提になっている。たしかに，日露戦後各地の政友会地
方支部の間から鉄道・港湾・教育施設拡充要求が次第に台頭しはじめたことは，政友会の機関紙
『政友』に掲載されている各地方支部の決議の随所に確認できる。だが，これをもってして政
友会中央部が地方利益要求の導入を積極的な政策目標に採用していたとするのは必ずしもあた
らない。
　では，政友会は何を目標にして自らの勢力拡大に腐心していたのか。この点について原が第
一次西園寺内閣の内務大臣であった1908（明治41）年当時，第24議会を終えて次のように自ら
の『日記』に記していることが参考になる。
　　「第二十四議会本日終了せり。今回は予算中厘毛の削減なく，又法律案中税法整理案に属
　　するものを除くの外，多少の修正を加えたるものあるも政府案は悉く通過したり。（中略）
　　是れ従来の議会中其例を見ざる所にして政党に根拠を有する政府の力なる事明らかなり。
　　殊に政府党たる政友会の如きは何時も議会に多数の出席を見て総ての案に通過を計りたり。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）　　……即ち此等の事実は憲政上の一進歩と認むるに難からざるべし」。
　すなわち原は1908（明治41）年度予算案が無修正で可決されたことに安堵感を表明し，それ
を可能にした「政党に根拠を有する政府の力」とその構成母体となった政党の統率力と規律を
礼賛しているわけである。
　この点に関して原は，この予算案が議会を通過する少し以前に自らが党内の取りまとめに奔
走した様子を次のように記している。
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　　「党議にて四十一年度予算厘毛も削減せずして可決したり。但昨夜来色々の議論を生じた
　　るに因り今朝余本部に赴き，先づ我党出身の予算委員に対して些少の削減は何等の利益な
　　きに因りむしろ全部を賛成すべき旨説諭し，次で政務調査会に臨んで同様の説諭をなし遂
　　に原案に決せしめ，代議士会に於て之を認めて可決せしめたり。現内閣となりて以来厘毛
　　の削減なくして予算全部を可決せしは是れにて既に三回に及べり。世間政党を厭忌する者
　　今日もなお絶えざれども，政党の力によるに非ざれば此結果を見ること能わざるべく，憲
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）　　法政治の上には具現者は多少の認識あるべきはずなり」
　つまり原においては，党幹部の統率力が行きわたった多数党が存在し，その多数党の力によ
って政府原案が無修正で通過しうる状態，換言すれぽその多数党を媒介に政府が議会を支配し
うる状態が「憲政上の一進歩」と認識されているわけである。
　この多数党を媒介に議会を支配しうる強力な政府（内閣）を形成するという発想は，まさに
先に述べた「世論」の投影よりも行政意志の統一を重視するという後発国型国家における政治
権力の編成形態上の特質を色濃く反映した「政党内閣」構想であることは多言を要しないであ
ろう。こうした役割を担う多数党を育成するという狙いは，単に原の構想にとどまらず，政友
会全体の意向を規定していた。
　このように，内閣によって決定された政府の意志を多数党を媒介にいかに議会に浸透させる
かという意向が支配的な政友会の「政党政治」構想においては，「世論」（地方利益要求に代表
される）を政党を媒介に内閣の意志の中に投射しようとする指向は当然希薄にならざるをえな
い。政友会において重視されていたのは既にある「世論」の採用ではなく，むしろ多数党主導
の「世論」の形成であり，その「世論」を足がかりにした議会の統御であった。
　だがここで問題は，多数党を育成し，それを編成母体とした「政党内閣制」を要請する最大
の根拠がこのように議会を支配しうる強力な内閣を形成する点にあったとしても，強力な執行
　　　　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　へ権力の確立それ自体が政党の政策目標であったのではないということである。そこには議会を
操作しうる強力な内閣を編成することによって実現しなけれぽならないより高次の政策目標が
存在した。
　では政党は何を目標にして強力な内閣を形成しようとしていたのか。
　この点に関して日露戦後～第一次大戦後を一括して論じることには若干の無理があるが，基
本的に確認しておいてよいことは「産業主義的強国化」とでもいうべき目標が当該時期の政党
の政策体系の中で一貫して重要な位置を占めているということである。原は第一次西園寺内閣
の内相当時の1906（明治39）年4月25日，地方長官会議において次のような訓示を行なってい
る。
　　「……国家の経済をして相当なる発達を期せしめようと云うには所謂経済問題に帰着する。
　　是は又最も注意すべきことである。政府の財政も民間の経済も今日に於て相まって改良を
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　　期さなければならぬ秋であります。是は最も此民間経済の発達には注意致さなけれぽなら
　　ぬ。殊に戦後経営国力発展などと申すことには費用なくしては出来ぬことである。故に勢
　　い将来に於て国民の負担も増すということは免れぬ。……是は已むを得ぬ。何れの国に於
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ママ）　　ても仕方がない。然る以上に此負担に応ずる丈の力が国の人民に殖えなければならぬので
　　ありますから，是も経済上の発達に侯たなけれぽならぬ。民間の経済が相当なる発達を致
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）　　しますれぽ政府の財政も又多少の便利を得るということは疑いない……」
　ここで原が述べていることは，①日露戦後経営の眼目である「国力発展」のためには経済の
発達が不可欠であること，②日露戦後においては政府財政と「民間経済」の結合が緊密化した
こと，という2点の状況認識を前提にして政府が積極的な財政投下を行ない地域の産業基盤を
整備し，「民間経済」を発達させ，それを通して国民の負担能力を強化し国内の産業的強国化
を円滑に推進することの必要性であった。まさにこの点に日露戦後経営の最大の狙いがあった。
　つまり原の唱導した積極政策とは「民間経済」の活性化を通じて経済的強国化の実現をめざ
す点に力点があったのであり，従来いわれているように日露戦後噴出する地方利益要求に随順
したものでは必ずしもなかった。すなわち，「鉄道の普及改良及び港湾の修築は国力の発展に
　　　　　　　　　　（13）至大の関係を有するに因り」重視されたのである。したがって，「国庫に余裕あらぽ消極的に
使用せずして積極的に国家の発展に使用したし，交通機関の如き又港湾の如き設備を待つもの
　　（14）甚だ多し」という原の言葉は，1910（明治43）年度予算編成をひかえてこうした内容をもつ積
極政策の理念を表明したものとして理解されねぽならない。
　先に述べたように議会を支配しうる多数党を育成し，政府原案の無修正通過がはかりうる状
態を讃美したのは，このような財政投下を強行する際に議会の抵抗（議会に強力な反対党が存
在する状態）を排する必要性を認識していたためであり，多数党を媒介に強力な行政権力を樹
　　　　　ヘ　　　ヘ　　ヘ　　　へ立することそれ自体はこうした政策を円滑に遂行するための手段であった。
　この原の構想に典型化される日露戦後経営の中での積極政策の理念は，政友会の勢力の消長
に伴い若干の曲折や内容変化を余儀なくされながらも，基本的には以後も政友会の基本政策と
して継承された。とりわけ第一次大戦中期以降は，こうした積極政策の実現はより切実な課題
として認識されるに至る。
　原は1917（大正6）年9月18日，秋田市における演説会の席上において，第一次大戦後の積
極政策は日露戦後のそれ以上に規模拡大をはかる必要があることを見通して次のように述べて
いる。
　　「戦後の準備には交通機関の改善，港湾の修築，道路の布設，一として必要ならざるはな
　　く，彼の三十九年には日露戦争後の準備として港湾の修築，道路の布設，将た又交通機関
　　の改善を計画し，今日多く之が計画に準拠して施設経営する所少なからざれども，今次大
　　戦乱後の準備は到底日露戦後に於ける如き小規模のものにては満足されず，国民亦一大決
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）　　心を以て時勢に適応する準備をせざるべからず」
　すなわち原は，第一次大戦終結後においては列強の経済競争の熾烈化が到来するという事態
を予想して，それに対応すべく日露戦後以上に積極政策を規模拡大することの必要性を力説し
ていた。
　こうした予測に基づいていた原に主導された政友会が重視したのは普通いわれる地方利益と
いうような狭小区域の利益への配慮ではなく，より大きな経済圏を確立することによって国内
産業の活性化をはかることであった。この政策指向を最も顕著に示すものは，日露戦争中～原
内閣期に立案された東北開発計画である。日露戦争が未だ終結していない1904（明治37）年
10月4日原敬も同席の下，「東北代議士数名，貴族院議員又は前代議士など」が会合し，以後
「東北事業振興の為め声援をなさんとて時々会合する事」を申し合わせている。もっともこの
段階では計画は大きな期待をもたれていた形跡はなく，むしろ「将来にも左までの効用なかる
　　　　　　　　　　（16）べし」と冷淡視されている。
　ところが，史料上の制約で詳細に追跡することは困難であるが，日露戦争終結以後この東北
振興計画は次第に熟成され，1913（大正2）年初頭に至って東京の実業家との協議の下に東北
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）振興会が設立され，以後順次協議が進められるに至る。
　この東北振興計画の大きな特色として認識しておかなけれぽならないことは以下の2点であ
る。
　第一に，開発区域が特定議員の選挙地盤という狭小な区域ではなく，「東北」という区域を
一括した広域経済振興計画であったということである。政友会の積極政策は従来いわれる議員
候補者の地盤に照応した狭小区域の地方利益誘導ではなく，こうした広域経済圏の活性化を重
要な柱にしたものであった。
　第二に，それと関連して，「東北」という開発区域の地域性にもかかわらず，当初から政友
会と益田孝や野田卵太郎・澁沢栄一ら中央ブルジョアジーとの緊密な提携の下に計画立案が行
　　　　　　　（18）なわれたことである。例えぽ1913（大正2）年7月27日，原と益田孝・野田卵太郎との間で東
北振興についての懇談が行なわれた際に原は「東北人のみにては（この計画は……小関）到底
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）成功を期しがたきに付有力なる実業家の奪発其事に当らん事」を希望し，さらに7月31日には
澁沢・益田・岩崎久弥ら30名ぼかりを官舎に招き東北振興に付懇談した後，澁沢・益田・大倉
喜八郎・根津嘉一郎・大橋新太郎らが委員となる旨を決定している。以後の計画はこうした原
の期待どおり中央ブルジョアジーとの協議の下に進められ，1913（大正2）年7月27日以降年
内に限ってみても約6回協議がなされている。
　この中央ブルジョアジーとの親密な協議の下に進められた東北振興計画は，やがて大開墾会
社設立計画に発展する。その発端は1913年9月22日，高橋是清蔵相から「東北振興については
　　　　　　　　　　　　（20）大会社を起して其事業を可とす」という旨の提案がなされたことによるが，その計画の過程で，
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例えば1914（大正3）年11月6日，原・澁沢・益田・高橋・大橋新太郎・新戸部稲造らの間で
意見交換がなされた後，「結局澁沢の手許にて見込書の如きものを起草」することが決定され
　　　　　　　　　　　　（21）たことにも示されているように，中央ブルジョアジーがより大きな主導権を発揮した。そして
こうした方針は，振興会の支部を地方に置くことよりも「東京に於て先づ相当の計画を立て夫
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）れより地方に向かって賛同を求むる方便利なり」としていた原の意向に支えられ，1916（大正
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）5）年7月2日，政友会政務調査会にはかられ特別委員会が設けられた。
　そして原政友会内閣に至って計画の推進は本格化する。例えば原内閣の下では，1919（大正
8）年2月28日，「澁沢・益田・武井守正・団琢磨・三井・三菱・古河・藤田・住友の代表者
を官邸に招き高橋蔵相，山本達雄農相と共に懇談」がなされ，その場において原が「我糧食問
題に付根本的政策としては……大資本を以て全国の未開墾地を開墾するの外なし」という信念
の下に「武井・澁沢等に其議ありしを奨励して成立せしめんと欲」すという意向を表明してい
　　　（24）
ることや，3月6日，「実業家（東京・大阪・名古屋等）六十余名来会」の前で原が「国家永
年の策として糧食の充実を計るには……大会社を造りて大いに開墾せしむるの外なき事」を演
　　　　　　（25）説していること，さらに8月17日「開墾会社の計画に付政府の内意を尋ぬる」ために来訪した
澁沢栄一に対して「政府依然開墾会社の設立を望む旨内談」を行なっていることにも示されて
いるように，中央ブルジョアジーとの提携という従来の傾向がより顕著になったと同時に，計
画の推進母体の拡大がはかられた。そしてこうした方向の下に原政友会内閣は1919（大正8）
年7月9日公布の勅令331号によって臨時財政経済調査会を設置し食糧・産業・税制問題の解
決をめざすことになった。そこで提起された「諮問第一号答申」にみられる「開墾助成金の予
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）算額を増加し開墾助成計画を拡張すること」，「大開墾事業は個人事業たると会社事業たるとを
問わず水利設備，堤塘，道路等主要工事の実行甚だ困難なるを以て其の企業容易ならず。故に
国営を以て之を行い，又は国庫より相当の補助金を交付して其の企業を援助するは開墾促進上
　　　　　　　　（27）極めて有効なり……」という計画は，従来前記のようにブルジョアジーの意向を摂取するにと
どまらず，それに対して国家財政が本格的に肩入れすることの必要性をも確認したものであっ
た。
　つまり計画立案の主要メンバーであった益田孝によって1907（明治40）年段階よりその必要
　　　　　　　　　　　　　　　（28）性が指摘されていた東北開発計画は，1910年代初頭以降の原との提携を経て，第一次大戦後の
原政友会内閣に至って本格的に政府の政策の中に介入するに至ったのである。その背後には，
大ブルジョアジーとの提携の下に，こうした広域開発計画を政府が主導すべきことの必要性を
認識していた政友会の積極的対応があった。
　すなわち第一次大戦後に至って原政友会内閣は広域経済圏の確立をめざすことによって，中
央ブルジョアジーの経済力の増大に伴って顕著になった経済活動区域の広域化に対応し，また
それによってそれらブルジョアジーの経済力をより増進し，国内産業の競争力の増大をはかり，
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第一次大戦後の国際的な経済競争の激化への対処をめざしたのである。
　周知の教育・国防・交通・産業の充実をめざしたとされる政友会の四大政策ならびに郡制廃
止や小選挙区制導入などの地方制度改革構想は，この広域経済圏の確立を前提とした「産業主
義的強国化」政策を促進すると同時にその矛盾への対応をめざしつつ，それぞれ密接な内的関
連性をもちながら全体としてひとつの政策体系を構成していた。
　にもかかわらずこれら一連の政策は，従来は漠然と政友会と党是として扱われるか，もしく
は政友会の党勢拡張政策として位置づけられる以上に詳細に検討されることが少なかったよう
に思えるので，以下本稿の論点との関係上，その内的関連性を少し検討しておきたい。
（2）四大政策の論理構造
　まず最初に，従来地方利益散布政策のシノニムのように評価されてきた鉄道・港湾事業を主
体にした政友会の交通政策は，広域開発計画に即応したものであり，決して単純な地方利益誘
導政策ではないことを強調しておきたい。政友会が後藤新平の幹線鉄道広軌化計画より狭軌の
ままでの地方の新線敷設を優先させたのは「鉄道の建設改良今日の如き有様にては産業開発に
　（29）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）
不利」，「我国運の発展と地方開発の必要に鑑みる時は，更に鉄道の普及を計るの急務」という
認識に基づいたものであり，港湾調査会を設け港湾整備に力を入れたのは鉄道敷設の不備を補
完して国内産業の活性化に不可欠な国内輸送網の完備をめざしたものに他ならなかった。すな
わち鉄道普及政策と港湾設備整備政策に代表される政友会の交通政策は「如何に殖産興業に努
め如何に財政経済の改善を試むるも，交通機関の発達之に伴わざるは如何ともすること能わざ
　　　（31）
るは勿論」という認識に表明されているように，前に述べた産業基盤拡充政策の一環であり，
また先述した東北振興計画に代表されるような広域開発計画と相補完しあうものでもあったの
である。
　日露戦後から第一次大戦期にかけて政友会が地方制度改革の一環として力を入れた郡制廃止
も，こうした政友会の経済的強国化政策を補完する目的のもとに構想されたものであった。
　郡制廃止は，従来は山県系勢力の牙城を切り崩すことによって政友会の勢力伸長を有利にす
るための政策と評価されてきた。たしかに郡制廃止がこうした狙いを含んでいたことは間違い
ない。だが見のがしてはならないことは，郡制廃止は府県行政の拡充をより大きな達成目標と
して含んでいたということである。『原敬文書』に含まれている原の第一次内務大臣時代の「郡
制廃止を可とする理由付法令に依る郡長職務の重なる概目等」という文書にはこの点について
次のように記されている。
　　「……郡制廃止の結果は従来郡団体に於て経営し来りたる事業を廃止し若は其発達に関し
　　多少影響を及ぼすものあるを免れざるべしと難其必要なる事業に至っては深く其性質及利
　　害関係の如何を究め之を府県町村若は町村組合に属し以て之を経営せしむべく殊に事業に
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　　依りては其統一完備を期する上に於て寧ろ之を府県の経営に移す方却って其宜しきを得る
　　ものあり加え其各郡権衡の上より設置しおる事業の中には経済の関係上往々其規模の小過
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）　　ぎ為に其効果を収むるもの極めて少なきものあり……」
　すなわちここでは諸事業の規模拡大に伴って郡団体がもはやその経営主体として適合的でな
くなりつつある状況が指摘された後，その状況を克服するために諸事業を「府県の経営に移
す」ことの必要性が確認され，郡制廃止が展望されていることが理解できるであろう。この点
で郡制廃止は経済事業の広域化に対応したものであった。
　また，引用中にもあるように，諸事業の府県経営への重点化と同時に提起された町村合併も，
府県行政を補完しつつ．同様に経済事業の広域化に対応する政策として構想されていた。この
点に関して，『原敬文書』の中に含まれる1906（明治39）年のものと推定される「町村の合併に
関する趨勢及方針」と題する文書においては次のような現状分析と展望がなされていた。
　　「……戦後国運の発展は益々教育衛生殖産交通等地方に於ける各般施設の拡張を要すべき
　　を以て町村の負担は今後更に一層の加重を来すは固より免れざるの勢に属す。乃ち町村の
　　区域を拡張し以て資力の充実を計るは亦洵に及時の措置と言わざるべからず。此他交通機
　　関の発達及諸般社会事業の変遷に伴う必要よりして更に合併を企図するものあるに至るべ
　　　　　　　　　　　　　　　（33）　　きは亦避くべからざるの現象なり」
　ここではまさに「教育衛生殖産交通等地方に於ける各般施設の拡張」に対応し，またそれを
促進するために町村合併の必要性が強調されていることが理解できる。
　すなわち，従来政友会の党勢拡張政策という側面が強調されがちな郡制廃止構想は，府県経
営事業の拡充と町村合併を支柱にしつつ，経済活動の広域化に対応しようとした点で政友会の
積極政策の一環を構成するものであったといえる。
　軍事政策への政友会の対応もこの観点から理解できる。改めて言うまでもないが，産業基盤
の整備を不可欠とする積極政策は，財政的におのずから軍事政策の修正を余儀なくさせる。そ
れはまず増師問題に対する牽制となって現われることになった。陸軍の二個師団増設要求に対
する政友会の牽制の態度は当初より一貫したものであった。
　1912（大正元）年11月11日，原は閣議後西園寺と内談して「大演習後はっきりと上原陸相に
対し此際増師を提出すること能はずと断り」，「又山県にも此際増師提出不可能のことをいって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）断り，而して其成行を見ることに内定」している。さらに同月16日には「明年度に於て何か増
師の端を開くこと必要なるが如くいう」桂に対して「夫れは不可なり」と明確に反対の態度を
　　（35）
表明し，26日に至り松田正久・西園寺と3人で協議の末，「陸相後任を得ずして内閣遂に倒る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）るとも此際増師案を提出せざる方針を以て遂行すべしと決定」している。そしてついに30日，
閣員とともに首相より上原勇作に勧告して辞表を提出せしめ，後任者を得ないときは閣員一同
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（37）総辞職の方針を決定するという強硬な態度を明確にし，12月1日，そうした方針を受けて西園
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38）寺首相は上原勇作に対し増師案は閣議の容るる所とならざる旨を申し渡している。上原はそう
した内閣の強硬態度の前に翌2日，単独で辞表を提出するに至った。周知の大正政変の前史で
ある。
　政府がこのように陸軍と強硬に対立しつつ増師反対の姿勢を貫徹したのは，産業基盤の拡充
が必要な積極政策と増師の両立は不可能であるという認識が徹底していたためであった。積極
政策を実現するために実質的に不可避であった軍事政策の修正は，四大政策という名の下に国
防を教育・産業・交通と並記し，四者が自動的にもつ財政的な相互抑制効果による牽制という
方法の他に，「世論」と第一次大戦以降は国際的風潮がもたらす圧力を利用することによって
その実現がはかられたが，大正政変の前史ともなった陸軍の増師要求に対する抑制は，「世論」
の外圧を効果的に操作することによって成功を収めることができたといえる。
　ところで軍事政策を積極政策に従属させるには軍事・植民地政策において政党主導体制を確
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（39）立することが必要となる。第一次大戦後，政友会によって植民地総督文官制や，高橋是清によ
　　　　　　　　　　　　　（40）って参謀本部改革論が唱えられたのはこうした狙いに基づいたものであったことは言うまでも
ない。
　しかしこうした制度改革は議会に強固な地盤をもつ安定多数政党を育成することなしには強
行しえない。この政友会の安定多数確保を有利に導く政策が，貴族院の反対に遭遇しつつも，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（41）日露戦後以来実現が試みられ，原内閣下で成立した小選挙区制に他ならない。政友会はこの小
選挙区制に保護されることによって安定多数の確保に成功し，軍事・行政機構の一元的掌握を
めざしたのである。
　ところがこの小選挙区制は政友会の勢力拡大をはかるためのきわめて有効な制度的保障策で
あった反面，広域経済圏の確立をめざす政友会，さらには「政党政治」の存続にとって深刻な
背理であった。なぜなら，小選挙区制の下では広域経済圏の確立という政策目標に反しておの
ずから選挙区の狭小性に照応した狭小区域の利益代表として議員が選出され，その議員を媒介
に狭小区域の利益要求が表出し党の政策を拘束することが避けがたいからである。この点に関
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　へして「政党内閣制」の理論的擁護者であった美濃部達吉は，当初むしろ「小区域に於て多数の
、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　　、　（42）
得票を得たる者こそ其の共通の利益共通の意見を代表するが為に選出せられたる者」（傍点原
文）であり，「地域が広ければ広い程共通の利害関係は益々薄くなることは当然であるから，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（43）
一選挙区の地域の余りに広いのは此の意味に於ても決して適当ではない」と肯定的に論評し，
さらに「議員中に地方的人物の多いことは敢て必ずしも其の欠点と見倣すべきものではない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（44）選挙区と議員との関係の密接なることも一面には又小選挙区制度の長所となすべきもの」とま
で力説し小選挙区制を庇護していたが，その美濃部でさえやがて地域代表制を改変するために
比例代表制の導入を提唱せざるをえなかったことは、地域代表制と「政党政治」の間に生ずる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（45）矛盾がいかに深刻なものであったかを物語っている。原はこの地域代表制の弊害は小選挙区制
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の下でこそ極大化されることを十分に認識していたにもかかわらず，安定多数を確保するため
にその導入に踏み切らざるをえなかったわけである。
　だが，ここにおいて第一次大戦後の経済競争の激化を予想して「産業主義的強国化」の実現
　　　　　まいをめざして適進した政友会は，そのために行なった資本投下が造出する矛盾に突き上げられ，
さらにはそうした政策を強行するために自らの勢力を増殖する手段として導入した小選挙区制
がその矛盾を固定化し，さらにより増幅したことによって一層大きな圧力に直面するという解
きがたいジレンマに悩まされることになった。
　原が四大政策の一環として力を入れた高等教育機関の拡充構想には，「……帝国の対戦後経
営に関し政治上経済上社会上各般に亘り物質的にも精神的にも有形的にも無形的にも根本的に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（46）最も必要とする所が人材養成の一点に在る」という政友会の「第四一議会報告書」の問題認識
に示されているように，地域代表制の下にあっても国家的課題を自覚し，そうした認識を地域
社会に浸透せしめうる政治的リーダーを養成することに大きな目標が置かれていた。
　だがこのように高等教育機関を拡充し政治的リーダーを補充することによってのみ「政党政
治」が地域代表制との間に孕む深刻な矛盾を根本的に解決することはやはり現実的には不可能
であった。経済圏の広域化という政友会の政策構想に反して，区画化された地域社会の要求は，
地域間格差から生ずる不満をも伴いながら政党の動向を拘束しつづけたのである。しかも普通
選挙採用以降はこうした要求はその担い手を拡大し，より巨大な圧力として政党を悩殺するこ
　　　　　　　（47）とになったのである。
　地方利益論を主体にした従来の政党政治史論は，この地方利益要求に対する政党の対応を迎
合的なものと捉えがちであるが，政党にとって地方利益要求は制御すべき対象であったのであ
り，積極的に導入すべき要求ではなかった。むしろ政党が自己の政策構想に反してこうした地
域社会の圧力に突き上げられてその処理に苦慮する過程そのものが「政党政治」の実態なので
ある。
　しかも1920年代後半において既成政党が蒙らなけれぽならなかった危機はこうした圧力によ
るものだけではなかった。この点を明らかにするためには，田中内閣期における政友会の積極
政策の質的変化に着目することが重要である。
　すなわち，中央ブルジョアジーの経済活動の広域化に対応しつつ，またそれを一層促進する
ことによって国内の産業基盤を強化し第一次大戦後の国際経済競争の激化への対処を目標にし
た原内閣期以来の広域経済圏確立政策が，田中内閣期に至って単に国内の経済活動区域の広域
的編成のみならず，植民地満州をもより直接的に包含する対外経済ブロック確立構想に発展し
たことがこれにあたる。
　この方向は，国内の食料問題，資源問題への取り組みを媒介に，その長期的解決策として提
起されたものであった。少し時期は下るが，1927年7月23日，田中内閣が設置した行政制度審
141
　国立歴史民俗博物館研究報告　第36集　（1991）
議会の第6回幹事会に提出された⑩の印が付された「立憲政友会政務調査会案，第二」という
冊子には，「人口食料問題解決ノタメ大二拓殖事務拡大ノ必要アリ」というように従来の政友
会の積極政策を人口食料問題のためにその対象を植民地にまで拡大することの必要性が述べら
　　（48）れていた。1920年代後半に政友会によって提起され，田中内閣が採用した「産業立国主義」と
はこうした方向を理念化したものに他ならない。そこで次に，この「産業立国主義」を含む田
中内閣期の新政策を検討することによってこの点をもう少し詳しく明らかにしてみたい。
（3）「産業立国主義」と田中外交
　1925（大正14）年11月14日の立憲政友会中央大会においては「一，商工業の奨励，貿易の振
興等産業立国の方針を遂行して国力の発展と国民生活の充実を期す」，「一，列国と協調して世
界の安寧に貢献すると共に帝国特殊の位置に鑑み対支対露の関係を緊密にして以て東洋平和の
基礎を確立せんことを期す」という決議に加えて，「一，移植民生活を確立し大に国民の海外
に発展せんことを期す」という決議が採択され，田中内閣期に政友会の党是ともなる方針が漠
　　　　　　　　（49）然と表明されていた。
　それでは「産業立国主義」とは具体的にいかなる目標をもったものなのか。この点について
田中義一政友会総裁は第一次大戦後の国際協調に順応することの必要性に言及する一方で，も
う少し詳細に次のように述べている。
　　「蓋し吾人を以て観れば，産業立国策に含まるる種々の方策の中に在っても，国民の海外
　　発展策こそは，最も根本的なる，而して最も重要なる方策の一なりと思うのである。我国
　　の如き猫額大の痩土に拠って国を建つるものが，産業立国の実を挙げて国運の進展を庶幾
　　せんとせば，先づ最も根本的なる政策の一として国民の海外発展一殊に移植民の問題に
　　ついて徹底せる方策を定め，一意之が実行を計らねぽならぬ。内に充実したる国力を海外
　　に暢ぶるに至って始めて産業立国の実挙れりというを得べく，その然るが為には国民の海
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（50）　　外発展による他はないのである。然らぽ産業立国即海外発展に在りというも過言ではな」い。
　すなわち田中内閣が理念化した「産業立国主義」とは，従来の政友会の積極政策の対象区域
を植民地地域にまでより広域化をはかり，対中国を対象にした「留易関係の促進」や，またそ
こからの「原料の補充」によって国内の経済力を拡充し日本経済の国際競争力の強化をめざす
という政策目標に力点が置かれたものであった。もとよりそれは直には対中国強硬政策を前提
とするものではなかったが，対植民地経済関係の動勢を国内産業の国際競争力確保の成否によ
り直接的にリンクする役割をはたした点で，対中国政策において新たな局面を展開せしめる契
機を内包することになった。なぜなら，「産業立国主義」という政策理念の確立とともに，対
中国権益をより直接的に積極政策の中に包摂するに至ったことによって，北伐の進行に伴う中
国国内の内戦化，ならびに政治的不安定化といった「外圧」はより切迫した危機感をもって受
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けとめられることになったからである。そしてこうした危機意識の深化とともに，吉田茂奉天
総領事の強硬意見の台頭，ならびに森格ら対中国強硬政策を主張する一派の政友会内部におけ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（51）る政治的活性化，しかもそれらが軍部の動向に影響を与えることによって政党主導による行政
の統一が困難になる事態が懸念されることになった。
　在奉天総領事吉田茂は1927（昭和2）年6月10日付の田中義一宛電報の中で「……南方国民
政府出現以来擾乱更に甚だしく上海，南京，漢口事変等到る処団匪の再来を思わしむ。惟うに
南北軍其の何れが政権を握るも暴政依然たるべく治術の欠くるに於て選ぶ処なかるべし。従っ
て南北妥協に望みを嘱し若は彼等が為す儘に放任して支那の治平を求むるは遂に空望」という
ように冷徹な情勢判断を下した上で，「寧ろ進で支那治平の為に：干渉をなす」ことの必要性を
強調した。吉田のいう干渉とは具体的には列国に提訴した上での共同干渉であり，吉田はそう
した行為を「各自国民経済に対する自衛権の発動」として正当化した。また吉田は「万一南北
両軍閥にして列国の停戦要求に聴従せずぽ津浦線，京漢線，膠済線，京奉線若は渥寧線等の鉄
道両端を列国の軍隊に於て占領し，進んでは奉天，漢口，漢陽，上海等に於ける兵工廠の管理
及び軍器輸入禁止を励行」し，「之が為に要する費用は押収鉄道の収益に依りて便すること恰
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（52）もライン占領軍の例に倣」うという強硬な具体策すら提唱した。
　もっとも田中内閣はこうした強硬意見に直に同調したわけではなかった。なぜなら対中国権
益擁護のための干渉は，たとえそれが列国との共同干渉ではあっても，ワシソトソ体制との共
存の是非と密接に関連する問題であったからである。
　そこで田中内閣が第一に試みたことは，ワシントン体制からの逸脱を慎重に回避しながら対
中国干渉を合理化することであった。だが北伐が進行し対中国権益の「危機」が急迫しつつあ
った状況においては，こうした対応が実効力を発揮しうる余地は現実的にせばまりつつあった。
　田中内閣にとって残された方策は「満蒙は政治上，経済上，国防上に於て我国が特別の地位
にある」（田中義一）というように満州が日本にとって特殊地域であることを強調することによ
って対中国干渉を内政干渉とは区別することであった。すでに北伐開始以前に政友会の小川平
吉は幣原外交批判の一環として張作森に対する郭松齢の攻撃による「満蒙の危機」に直面して
「……今日満州の問題は，我が帝国の特殊的利益が脅威せられんとするに際して，之を防御す
る政策如何を講究するに在る。乃ち内政不干渉とは全然別個の問題である。（中略）我国自ら満
州の平和維持の責任をとることは華府会議の根本方針に反すと云うも，華府会議の根本方針は
門戸開放機会均等にあって，特殊地域の平和維持に力を致すことは何等会議の精神に反せず，
　　　　　　　　　　　　　　　　（53）（中略）是れ則ち特殊地域たる所以である」というように対中国権益擁護のための軍事行動が内
政干渉とワシントン体制からの逸脱にはあたらないことを強弁していたが，北伐開始以降東方
会議において明示された田中内閣の対中国政策の方針はこの延長上にあった。そしてその上で，
「万一動乱満蒙に波及し治安乱れ同地方に於ける我特殊の地位権益に対する侵迫起るの度ある
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に於ては其の何れの方面より来るを問わず之を防衛し，且内外人安住発展の地として保持せら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（54）るる様機を逸せず適当の措置に出つるの覚悟あるを要す」として実質的に対中国強硬政策を断
行せざるをえない事態が想定された。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　ヘ　　　ヘ　　　へ　ここで注意しておいてよいことは「我特殊の地位権益に対する侵迫」が「其の何れの方面よ
ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　へ
り来るを問わず」之を防護すると断言されていることに示されているように，あくまで東三省
の特殊権益擁護が至上命題と設定されたことによって，特定勢力との協調・対立についてはそ
れを有利に導くために機会主義的に対応することが原則化されることになったということであ
る。張作森との関係はいわぽこの「無原則の原則」に左右された典型であった。すなわち東三
省の権益擁護に有利なかぎり張作森との提携は重視される反面，それに不利をもたらすとの情
勢判断がなされはじめると，それとの関係排除自体が政治目標として設定されることになった
のである。
　こうして1927（昭和2）年夏以降は次第に対中国政策の基調は張作霧との離反の方向に移行
しつつあった。その政府の姿勢変化を明瞭に示すものは1927年7月2日付の田中外務大臣発在
奉天吉田総領事宛電報の「付記」の内容である。そこにおいて政府は「東三省当局の条約違反
其の他の不法措置は近年に至り殊に甚しく或は各種不当課税強化の挙に出で，或は打通線・海
吉線の如き日支協定違反の鉄道工事を進捗せしめつつある等枚挙に邊あらず，而も我方屡次の
抗議に対し豪も反省する処なき状態なる処如斯は満蒙に於ける我経済的発展を阻害する事大な
るものあるに付ては満蒙問題促進の第一着手として先づ我方の断乎たる態度を示すの要あり。
（中略）此の際在奉天総領事をして先づ東三省当局，殊に張作森に対し条約違反其の他不法措置
による諸懸案を列挙指摘して其の一併解決方を迫らしめ，若し東三省当局に於て之を拒否し或
は荏再遷延するに於ては適宜左記手段により東三省側の熟慮反省を促」すという態度を明確化
し，具体的な制裁手段として「一，南満鉄道による東三省側軍事輸送を拒絶すること」，「二，
奉天兵工廠に対する石炭其他諸材料の供給を禁遇すること」，「三，京奉線軍用列車の満鉄付属
地通過を停止すること」，「四，外務，陸軍，関東庁及満鉄共に政府の意を体して東三省側の希
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（55）望を容れず，且今後東三省側の為諸事不利益に措置することあるべき旨を厳重申入ること」，
といった諸方策を提示した。
　すなわち，「硬軟両様の政策」に可能性を残しながらも，政府が主導して強硬手段採用の可
能性を示唆し奉天総領事吉田茂にそうした硬軟両用姿勢で東三省当局に働きかけることを指示
したこと，さらに交渉の対象を張作森とし，張作森と離反することすら結果的に選択のうちに
取り込んだことが理解できる（これが後に軍部による張作森爆殺事件として結果する）。
　はたして吉田茂はこうした政府の硬軟両用姿勢を独自に解釈し「既に帝国政府の方針一決の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（56）上は其断然たる決意を支那側に徹底せしめざれば却って後難生ずべく」として東三省側に対す
る強硬な交渉を開始し，京奉線軍用列車通過停止措置を強行しようとした。むしろ児玉秀雄関
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東庁長官がこうした強硬政策の速行に危機感を抱くことがあったが，吉田は「廟議決定の後に
於て尚彼此申立つるは甚だ面白からず。帝国政府機関たるもの一致協力して所期の目的を達成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（57）すべき儀と信ず。児玉長官其他へ確と御訓令置き相成度」と政府に申し入れることによってそ
の反対を乗り切り，強硬政策を継続しようとした。だが依然「硬軟両様の政策を併用する」と
いう姿勢を崩していなかった政府がこうした強硬政策の速行を警戒し，「此際強制手段を暗示
し反省を促すことには異存なきも（中略）張等に対し東方会議の空気及び本大臣の意中を伝え
たる上東三省側条約違反の諸件に関しても懇談を遂げ我方の主張の正当なることを篤と説示し
充分先方に反省の機会を与えたる上而も尚先方に於て我方申入に聴従せざる場合初めて（中略）
強制手段の実行に移ることとし強制手段実行の前には予め軍部，満鉄，其他関係方面とも充分
　　　　　　　　　　（58）具体的打合を遂ぐること」として吉田を牽制した。
　ところがこうした政府の牽制にもかかわらず，軍部の側が，8月4日に京奉線軍用列車の運
行遮断を実施すべく援助協力依頼を行なった吉田に対して「既に事鼓に及んでは其交渉の可否
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（59）を論ずるの余地なく東方会議の既定方針に基き必要に際し総領事を支持援助する方針なり」と
して支持の態度を明確にしたことによって対中国政策の基調は総体的に強硬手段行使の方向に
傾斜することになった。ここで軍部が強硬手段行使に賛同したことの形式的根拠が「東方会議
の既定方針」に求められているが，同様に吉田が強硬手段の断行に向けて奔走した根拠も「東方
　　　　　　　　　　　　　（60）会議の方針」に求められていた。こうした強硬政策遂行の根拠がたとえ形式的にではあれ「東
方会議の方針」に求められたかぎり政府の側の姿勢が強硬政策への依存を諾起ないし促進する
面があったことは否定できない。
　すなわち地域社会の圧力に加えて1920年代後半において「政党政治」が被らなけれぽならな
かった圧力とは，「産業立国主i義」政策の中で国内産業と中国権益の動勢がリンケージを強め
たことによって中国権益の「危機」により敏感に反応せざるをえなくなった政府が自らも対中
国強硬政策の受容度を一定限度強めざるをえなくなった中で，政友会内部における対外強硬派
の政治的活性化ならびに現地総領事の強硬意見の台頭，さらにはそれらと軍部が結合すること
によって形成される政治的圧力であった。
　1920年代における「政党政治」にとっての最大の課題は，地域社会の圧力を制御すると同時
に，これらの政治勢力化を抑制することによって行政の破綻を回避し，対中国権益の擁護とワ
シントン体制への順応という外交政策における微妙な均衡を維持することであった。そのため
には外交政策の場において政党が主導権を確保しつづけることが必要であった。
　田中内閣期においてその必要性が高唱されつづけた地方分権構想の狙いは，こうした「政党
政治」の課題への対応と密接に関連していた。そこで次に角度を変えて田中内閣の地方分権構
想の狙いを分析することによってこの点を明らかにし，当時の「政党政治」の矛盾と課題を逆
照射してみたい。
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2．　「政党政治」革正構想とその限界
（1）田中内閣の「地方分権」論
　田中義一内閣の下において政友会は地租委譲の導入と地方分権を柱にした地方制度改革を本
格的に構想することになった。それではこの地方制度改革構想はいかなる点で先に述べた「政
党政治」と地域社会の間に存在した矛盾に対応しようとしたものであったのか。
　田中内閣期における地租委譲と地方分権については従来財政学や地方制度史学の分野におい
てかなりの研究蓄積があるが，特に地租委譲と地方分権を要請する根拠については①都市的財
源要求への対応，②農村減租要求への対応，かの二者をめぐって小路田泰直氏と金澤史男氏の
　　　　　　（61）間での論争がある。だが地租委譲と地方分権の要求根拠としては①②いずれの側面も存在し，
必ずしも背反するものではない。なぜなら小路田氏が①の重要な要求主体と見倣しておられる
「都市専門官僚群」が，②の農村減租要求への対応の必要性をも認識した上で一すなわち「農
村の問題が都市の問題として捉え直され」た上で一地租委譲要求主体の一翼となったという
ことが考えられるからである。つまりこの意味で「都市的財源要求」の中には②への対応とい
う狙いも含まれたと見倣しうるのであり，この点，小路田氏と金澤氏の見解は止揚されうるべ
きものである。田中内閣における地租委譲の主唱者であった大蔵大臣三土忠造は地租委譲の目
的を「即ち地租委譲に依って国税の本税たる地租の負担を公平にし，自治団体に確i実なる税源
を与え，土地に対する課税を軽減し，社会政策的見地よりして戸数割家屋税の附加税を軽減す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（62）る，此四つの目的の為に吾々は地租委譲を主張するのである」と説明したが，まさに地租委譲
の目的は租税体系の合理化と市町村の財政基盤の強化を実現する中で租税負担の軽減と公平化
を達成しようとするものであった。
　したがって重要なことは，こうした地租委譲・地方分権政策構i想の総合性に留意しつつ，そ
の論理構造を解明すると同時になぜそうした租税体系，地方制度の総合的見直しの必要性が田
中内閣期において政友会を中心に各方面から提唱されるに至ったのか，それは前記の「政党政
治」の矛盾ならびに「産業立国主義」の推進とどのような関係にあるのかということを分析す
ることによって地租委譲・地方分権政策の狙いの本質を明らかにしていくことである。
　地租委譲はすでに1919（大正8）年原内閣によって設置された臨時財政経済調査会の場にお
いて1920年代初頭に審議課題にのぼって以来，ほぼ一貫して政友会によって検討課題に取り上
　　　　　（63）げられている。いや地方の財政基盤の拡充という観点からいえば，その指向性はすでに日露戦
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（64）争後の地方改良運動の理念の中に存在したといってよい。つまり地租委譲政策は「政党政治」
の発展，とりわけ政友会の積極政策の展開と共に構想されてきたのであって，この点から見て
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（65）もそれを憲政会との権力抗争に由来する政友会の対抗政策と見倣す見解がいかに皮相なもので
あるかが理解できるであろう。
　だがここで重要なことは，田中内閣期における地租委譲は「政党政治」の発展に対してであ
ると同時にその矛盾の極大化にも対応して構想されたという点において，さらに地方分権を不
即不離のものとして伴っている点で，従来の地租委譲案以上に体系性を備えたものであったこ
とである。つまり田中内閣期における地租委譲案はその要請根拠において，またその規模の壮
大性において，従来のそれに比して特異性を帯びたものであった。
　田中内閣は，従来あった行政調査会を廃して新たに内閣直属の行政制度審議会を新設すべく，
1927（昭和2）年6月14日，閣議を以て官制其他を決定し，上奏裁下を経た後，翌15日勅令第
167号を以てこれを公布した。構成員は以下の通りであった。
　《会長》田中義一（内閣総理大臣），《委員》鈴木喜三郎（内務大臣）・三土忠造（大蔵大臣）・
水野練太郎（文部大臣）・山本悌二郎（農林大臣）・鳩山一郎（内閣書記官長）・前田米蔵（法
制局長官）・馬場鎮一・南弘・小泉策太郎・山本条太郎，《幹事長》前田米蔵（前出），《幹事》
長谷川赴夫（内閣書記官）・黒崎定三（法制局参事官）・金森徳次郎（同）・潮恵之輔（内務省
　　　　　　　　　　　　　　　（66）地方局長）・河田烈（大蔵省主計局長）。
　本審議会においては行政の簡素化と効率化の実現をめざして，具体的には「地租委譲の要綱
に関する件」，「自治権の拡充に関する件」，「各庁権限整備に関する件」，「満州行政改善及拓殖
省設置に関する件」，「各省庁許可認可事項の整理に関する件」，「現行恩給制度の改正に関する
件」，「文官分限制改善に関する件」をめぐって幹事会50回，委員会9回の審議が重ねられたが，
6月18日の第1回会議の挨拶の際に田中首相が「調査審議を御願いしたい事項は行政の全般に
亘って多々あるのでありまして，漸を追うて審議を煩わさんと欲しますが，先づ第一に所謂地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（67）方分権の問題であります」と述べたことにも端的に示されているように，本審議会で重点的に
討議されたのは，地方分権・地租委譲の問題と対満州行政改善の問題であった。同じ挨拶の場
において田中首相が「本審議会の成案は，夫れ夫れ閣議を経て逐次之が実行を図る考えであり
ます」と言明したことは田中内閣の本審議会の答申にかける期待の大きさと，これら課題の解
決が田中内閣にとっていかに大きな懸案であったかを物語っていた。
　それではこの地租委譲案には如何なる狙いが込められていたのか。
　田中義一政友会総裁は田中内閣成立以前の1925（大正14）年5月，「更生の立憲政友会」と
いう講演の中で次のように述べている。
　　「諸君明治維新の大業は中央集権に由て其実績を挙ぐることを得たのであります。爾来五
　　十年我が国運は未曾有の発展を遂げ国力も亦漸次充実さるるに至りましたけれども帝国が
　　之より更に大を就さんとしまするには外には国際関係に自主の意を点じ内は中央集権に適
　　当の調節を加えなくしてはならぬということは何人も疑いのない事であると信じます。（中
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　　略）諸君斯くて私は第一に町村自治の強固と強力を希うものであります。町村自治の強力は
　　其の廃合と自覚に待たねばなりませぬ。其の強固を致そうと欲しますれば経済的自治制に
　　改むることに由て協同経済の単位たらしめなくてはならぬのであります。藪に於て私は町
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（68）　　村自治体に向って独立の財源を与えざるべからざるを力説せざるをえないのであります。」
　田中総裁はこの引用の少し前で第一次大戦後の各国の経済不振の様相を概括しているが，そ
の打開策として「町村自治体に向って独立の財源を与え」る政策，すなわち地租委譲案を提起
していることが理解できる。
　またこれより1年後の1926（大正15）年10月，政友会は「第五一議会報告書」の中で近年国
政事務の地方への委任が増大したことによって地方財政が困窮した現状を指摘した後，地租委
譲の必要性を次のように強調していた。
　　「地方自治団体の財政を整理し其困窮乱雑より脱せしむることは当に国家当面の緊急事に
　　属するのである。而して其の唯一方策は唯々地方自治体に確実且独立的の財源を供与すべ
　　きことにあるは敢て何人も異論のない所である。此の故を以て，併せて地租は地租其のも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（69）　　のの性質上地方課税を相当とする見地に立って其の地方委譲を主張する所以である」
　要するに第一次大戦後の経済競争の激化と経済的困難の深刻化の帰結であると同時にその原
因として地方財政基盤の脆弱性が指摘され，その打開のための唯一の方策として地租委譲の必
要性が提起されているわけである。つまり地租委譲は第一次大戦後の経済的困難を克服するた
めの地域経済の潤沢化という点に重要な目標が置かれていた。この点は従来から指摘されてい
ることであるが，ここで再確認しておく必要がある。
　そしてこうした地方財政の強化という目標の中には地域経済を活性化することによって地域
の産業化を推進しようという狙いが込められていた。
　この点について田中内閣の逓信大臣であった望月圭介は次のように述べている。
　　「言うまでもなく今日は内外共に頗る多事多難の秋である。（中略）之を内にしては産業
　　立国策に基く諸般の施設は時務の最も急なるものである。中央集権の弊を打破し，国民を
　　して濃渕たる意気を鼓舞して各自の本分責任に励精せしむべく，地方分権の制度を確立せ
　　ねぽならぬ。従って之に伴い，地方自治体に独自の財源を与うべく地租委譲をも断行せね
　　ばならぬ。産業立国策の複雑多岐に分るることは言うまでもないが，第一に資源開発の方
　　策を樹てねぽならぬ。また製鉄・機械・肥料等基礎工業の隆昌を謀らねばならぬ。次で水
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（70）　　陸の運輸交通及び逓信機関の整備拡張を必要とする。」
　望月が引用の後半で少し触れているのは先述した田中内閣の「産業立国主議」に合致するも
のであるが，これによって地租委譲が「産業立国主義」の促進をめざす重要な政策であったこ
とが理解できるであろう。先に述べた「行政制度審議会」の「第2回幹事会」（1927年7月2
日）における馬場鎮一委員の「現在に於ては産業と自治体と離れた自治団体（経済団体が町村
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に基礎を置かず別の団体として発達する）のみ法律的に発展して経済上の産業団体と基礎を同
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　へじくして行く点が欠けている傾向がある。此の点は考うべきことであって産業と自治体とを結
、　、　、　、　、　、　、　、　、　、　、　、　、　、　、　、　、（71）
び付けて発達せしむる必要ありと思う」（傍点小関）という発言や，田中内閣の鉄道大臣小川平
吉の「……我党は全国の富を普く開発して，依て以て国運の発達を期するために，中央の勢力
を地方に分散せしめる必要を強く感じているのである」という地方分権賛成演説に典型的に示
　　　　　　（72）されているように，田中内閣期における地租委譲・地方分権政策審議の過程において地域経済
活動の範囲に照応した地域産業基盤の整備をはかり，地域の産業化の促進をめざすことは重要
な実現課題であった。地租委譲は従来から租税体系の改革案として位置づけられているが，む
しろこうした地域経済の発達を支柱にした「産業立国主義」を推進する効果が強く期待されて
いた点で政友会の積極政策への制度的対応という側面が濃厚であったことを見のがしてはなら
ない。
　地方分権政策立案の過程において広域経済圏の確立が重要な審議課題として含まれていたの
もこの点と密接な関係がある。広域経済圏の確立はまず第一に弱小町村の統合をめざすことに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（73）よってその達成が企図された。さらに小路田泰直氏も論及しておられるが，行政制度審議会幹
事会および委員会において幾度か審議に取り上げられ「数府県を包容する」広範な行財政の統
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（74）括単位の設置という狙いが込められた「道州制」導入構想も，どの程度実現の可能性があった
かは大いに疑問であるとはいえ，こうした政策指向を象徴的に示すものといってよいだろう。
　つまり先に触れた東北振興計画の中にみられた広域経済圏整備計画は田中内閣期の地方分権
構想のなかで，鉄道・港湾を主体にした交通網の発達が促進した経済活動範囲の広域化に対応
することによって国内産業の国際競争力の確保をめざす「産業立国主義」の一環を構成する政
策へと発展したのである。
　しかしこれらを念頭に置いた上でさらにここで注意しなけれぽならないことは，田中内閣期
の地方分権・地租委譲政策はこのように「産業立国主義政策」推進への制度的対応であると同
時に，「産業立国主義」推進の過程で生ずる矛盾への制度的対応でもあったということである。
すなわち1920年代後半の普選体制下において政党が増大した地域社会の圧力への対応に苦慮し
つつあったことは前述したが，政党およびそれが構成する政府をそうした地域社会の拘束から
解放し，自己の政策意志決定の照準を国家的課題に重点化していくことを可能にするという役
割が地租委譲と地方分権政策には期待されていた。たしかに地租委譲と地方分権は従来いわれ
るように，減租要求に対応して個人負担の軽減と均衡をはかるという社会政策的配慮，さらに
地方議会への権限委譲を行なうことによって政治が地域住民の要望をより吸収しうるという擬
態をととのえつつデモクラシー状況へ有効的に対処するという狙いを含んでいたことは間違い
ないが，より大きな政策的狙いは課税権と社会事業の起業・裁量権を地方に委譲することによ
って地方への資本投下が不可避的に造出する地域間格差から生ずる不満に根ざした地域社会の
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圧力を地方レベルで処理し，そうした圧力が国家行政を拘束することを回避する点にあったこ
とを見のがしてはならない。
　この点について内務省地方行政課長安井英二はつぎのように述べている。
　　「……中央集権制度の下においては，中央党弊は地方的利権にまで浸潤することになるか
　　ら，この政治の利権化をなるべく少からしめる為には，中央政治をして必要なる最小限度
　　を越えて地方政治に干与せしめざることが必要になる。（中略）而してそれは単に地方政治
　　の為めに必要であるのみならず，同時に又中央政治をも浄化する所以である。（中略）徒ら
に中央政府が干渉して所謂準則行政を行うことは，事物の生命を断つことになる。而して
地方自治に委ぬべきものを思い切って地方に分権することは，結局中央行政それ自体の能
　　　　　　　　　　　　　　（75）　　率を挙げ得る所以でもある」（傍線小関）
　ここで安井は地方分権の効果を，中央集権の下で顕著であった中央の党弊が地方政治に浸潤
するという弊害を是正しうるということに加えて，傍線部分に示されているように地域社会の
圧力を地方レベルで処理し，中央行政を地域社会の圧力から相対的に解放することによってそ
の能率化をはかりうるという2点に見出しているが，特にこの後者の地方分権の効果を重視す
る点が田中内閣の地租委譲・地方分権論を大きく特徴づけるものであった。こうした狙いをも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（76）つ政友会の地租委譲・地方分権論に内務省は基本的に賛同した。
　つまり田中内閣期における地方分権構想とは，一方で地方利益要求が無限定に拡大し国家行
政を寸断することに危機感を抱きながらも，他方で地方利益要求にある程度応えることなしに
は国民の政治的能動性を喚起しがたいことを痛切に自覚していた田中内閣が，地方利益要求の
存在を是認しながらも，そうした地域社会の圧力への対応を地方に委ねることによって国家行
政を地域社会の拘束から相対的に解放し，国家行政の効率化をはかり，国家行政の対象を本来
の国家的課題に重点化せしめることを狙ったものであった。
　通常，近代国家は政治権力の集中を本務とする。だが，その権力形成が一応完成してもなお
権力の集中を維持しつづけるためには，むしろ地方に権力を委譲し国家権力を煩雑な行政事務
から解放し，いわぽ「集権」のための「分権」を行なう必要があることが近代国家の一般理論
とされる。田中内閣の地方分権構想の狙いにおいてもある程度この一般理論が妥当するが，し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘ　　　ヨト　　ヘ　　　ヘ　　　ヘ　　　へかし田中内閣の地方分権論の特色は，地方分権がより直接的に国家行政の必要性の観点から捉
え直された点にあった。
　それではなにゆえ田中内閣期において地租委譲・地方分権政策は国家行政の必要性の観点か
ら捉え直されなけれぽならなかったのか。
　それは他でもない。田中内閣期においてこそまさに国家行政の目的を従来に比して本来の国
家的課題に純化する必要性が高まったからであった。
　すなわち先述したように，田中内閣期において従来の政友会の積極政策が東三省をもその対
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象としてより直接的に抱摂する「産業立国主義」に規模拡大された結果，北伐の進展と中国ナ
ショナリズムの高揚によってもたらされた対中国権益に対する危機認識が増幅されたことがこ
の点に大きく関与している。つまり，こうした対中国権益の危機への対応の必要性が急迫し，
重要な国家行政の課題という意識が田中内閣期においてより深化したがゆえに，国家行政の対
象を対外的危機への対応に集中化する必要性が確認され，そのためにこそ国家行政を地域社会
の圧力から解放することが不可欠と認識された結果，地方分権は国家行政の必要性の観点から
捉え直されることになったわけである。
　しかし，田中内閣にとって国家行政を対外的業務に集中するためには，さらに政党主導によ
って対外的危機への対処をはかる必要があった。そうした場合，先述したように，北伐・中国
ナショナリズムの高揚に直面して内閣自らが対外政策の場における主導権を掌握する必要があ
った。
　田中内閣が地方分権・地租委譲とともに力を入れた陸海軍大臣文官制の実施と拓務省の設置
構想には，まさにこうした内閣主導の対外行政を制度的に保障する狙いが込められていた。
　1927（昭和2）年7月14日，先述の行政制度審議会第4回幹事会に立憲政友会政務調査会か
ら⑳資料として提出された「地方分権に関する件・官吏制度に関する件」と題する構想案は
「官吏制度の改善」の一環として陸海軍大臣の任用を大・中将に限定することの不合理性を指
摘した後，その根拠として「統帥の範囲は国軍の運用及之に関連せる事項にして一般軍政との
間には載然たる区別を存」ずる，というように軍政と統帥を明確に区別し，軍政は統師と異な
りより広範囲な軍事行政を掌るがゆえにむしろ文官を任用することが適当である旨を強調して
　（77）
いた。
　また，植民地行政一般を掌握する拓務省の設置に関してはすでに政友会の小川平吉が1921年
夏と1922年1月，1924年8月の三度にわたり建議書を提出してその設置の必要性を力説してい
た。それらのうちで特に1924年の建議書においては，拓務省設置が必要な理由が5点にわたっ
て述べられていた。その中で対中国拓務行政については「関東州は南満鉄道と相侯ちて我が帝
国の国運に至大の関係を有すること論を侯たず。従って其統治に関して中央政府と緊密なる連
携を保持し，絶えず連絡を通ずるの必要なること亦論を侯たざる所なり。加うるに租借地に於
ける政治経済其他の実状は，内地との関係日に月に密接を加うるものあるにも係らず，中央政
府には之れと関係する行政機関あることなし」という欠陥が指摘され，植民地行政一般につい
ては「朝鮮，満州，関東州，台湾等相互の間に関渉の事項少なからず。之れを統一調整し且つ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（78）長短相補い有無相通じ全局の進運を助長するもの中央行政機関の力に侯つの外なし」と述べら
れていたことにも端的に示されているように，拓務省設置の最大の狙いは各植民地行政を内閣
主導の下に統御することにあった。
　田中内閣の下で審議に上った拓務省設置の目標も当然この延長上にあったが，前述したよう
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に対中国権益に対する危機が深化し，さらにそれを契機に軍部が自立化志向を強めたことによ
って植民地行政全般を内閣が掌握し行政の統一を維持するという課題はより切実なものになり
つつあった。したがって行政制度審議会において拓務省の設置は重要な審議題目として討議に
付されることになった。
　1927年7月23日，行政制度審議会第6回幹事会に提出された報告書においては，まず最初に
「拓殖省を新設し，内閣の拓殖局を廃し，以て拓殖行政を計るものとす」という総論的狙いが
述べられ，以下「拓殖省の権限中其拓殖に関するものは各地域に於ける政策の樹立及施政遂行
の確保を主眼とするものにして，行政事務の直接執行を担任し又は行政事務の細目を議論する
ことを本旨とせず」と拓殖省が拓殖行政の施行細目ではなく大局の決定に関与するものである
ことが確認された上で，特に「拓殖省は其権限の範囲内に於て満州方面に関する行政施設の連
絡統一に付，外務省と共に特に意を用うるものとす」というように，その本務は特に対満州拓
殖行政の統括機能に存したことが強調されている。この植民地行政の統括とは，すなわち植民
地行政の大局を内閣が掌握することに他ならないことは，この報告書の最後に「現行制度に於
ては内閣総理大臣が植民地統治の監督の地位に有りて其の責に任ずるも，総理大臣は行政各部
　　　　　　　　　　　　　あたの統一を図り庶政変理の事責に鷹るの省なるを以て，別に一省を設け専任の大臣を置きて，閣
議に於て意見を主張し，議会に対しで交渉するあらしめ，尚各殖民地各別の利害を超えて高所
大局よりする方策の決定に務むる所あらしむるを適当とす。尚現状に於ては拓殖局ありと錐も
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（79）其の規模に於て充分監督機関たるの任を蓋すに適せず」という「説明」が加えられていること
を以てしても理解できる。
　この「説明」の中で述べられているように，「別に一省を設け専任の大臣を置きて，閣議に
於て意見を主張」せしめるとは，従来以上に植民地行政に重点を置くとともに，「政党内閣」の
下においてはその大局的方針の総覧を政党が掌握し，議会に浸透せしむることに他ならなかっ
た。
　またこれより先の同年7月21日，出淵勝次外務次官が行政制度審議会の照会に応じて提出し
た報告書の中の満州の「行政制度一般事項」という項に盛り込まれていた「一，満蒙政策に関
する中央政府の方針統一を計ること」，「二，右の為にも拓殖省設置を急務とすること」，「三，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（80）拓殖省の下に委員会を設け関係各庁の事務の連絡を計ること」といった試案には拓務省の設置
目標が植民地行政を中央政府（政党）の指導の下に統括する点にあったことがさらに明瞭に述
べられている。その後の幹事会，ならびに委員会の審議によって「一」と「三」は削除される
が，「政党内閣」主導の植民地行政の施行は一貫して指向されつづけた。
　　　　　　　　　　　　　　　へ　結局この拓務省は，引用中の拓殖省からの名称変更が行なわれた後，1929（昭和4）年6月
20日拓務省官制く勅令〉によって設立される。初代拓務大臣は田中首相が兼任することになっ
　　　　　　　　ヘ　　へ　　　ひし　　ヘ　　へた。これによって短期的には政党の側が植民地行政の主導権を掌握することになった。
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　しかし，前述したように普選体制下において増大した地域社会の圧力と，満州権益の危機と
それを契機に自立的な動きを志向しはじめた軍部の圧力への対処に忙殺されつつあった政党に
とって拓務省の設置は，この後者の圧力を統御しうる制度的足がかりを得たにすぎなかった。
前者の圧力への対処は田中内閣による地方分権と地租委譲が貴族院の反対によって成功せず，
しかも張作森暴殺事件を契機にして田中内閣が崩壊したことによって見通しを断たれることに
なった。
　したがって各行政権力の統括という「政党政治」のメリットを生かしつつも，「政党政治」に
必然的に伴うこの地域社会の圧力を制御するという課題は続く浜口民政党内閣に負わされるこ
とになった。
　ここで注意しなけれぽならないことは，政党が地域社会の圧力を制御できないということは，
単に政党の動向が地域社会の要請に左右されるというにとどまらず，政党が国民に対する統合
力を喪失し，ひいては行政の統合紐帯としての機能をも衰微さぜる危険を孕んでいたことであ
る。そもそも政党が地域社会の要請に支配されたこと自体，政党が地域の個々の「世論」を摂
取したがゆえに他ならなかったとはいえ，マクロ的にはそれはむしろ政党の動向が地域の利権
に寸断・翻弄され，地域の利益代表として奔走しているかの如くに映り，ついに総体的な「世
論」の支持を喪失するというジレンマを内包していた。そして政党が「世論」の信頼を失い多
数派形成に失敗することは，政党が行政の統合紐帯としての機能をももちえなくなることに他
ならなかった。
　したがって浜口内閣にとって，まず第一に，政党の性格を地域の利益代表からいかに脱却さ
せるかということと，そこから派生するさまざまな弊害をいかに改善し，「政党政治」の「信
頼」を回復するかということが避けられない政治課題となった。浜口内閣が，田中内閣の地方
分権政策のように地域社会の圧力を積極政策に不可避的に随伴するものとして一応その存在を
容認した上でその上昇を遮断するという方策はとらず，むしろ地域社会の要望（不満も含めて）
がそうした圧力に転化すること自体を阻止しうる方策を模索することによってこの課題に取り
組まざるをえなかったのは，このゆえに他ならない。こうした狙いに基づいたものが浜口内閣
期の選挙制度革正構想であった。
（2）浜口内閣期の選挙制度革正ならびに事務官の身分保障強化構想
　1930（昭和5）年1月20日，浜口民政党内閣は勅令によって《会長》浜口雄幸（内閣総理大
臣），《副会長》安達謙蔵（内務大臣）・江木翼（鉄道大臣），《委員》渡辺千冬（司法大臣）・小
泉又次郎（逓信大臣）・松田源治（拓務大臣）・鈴木富士彌（内閣書記官）・川崎卓吉（法制局
長官）・斎藤隆夫（内務政務次官）・潮恵之輔（内務次官）・内ケ崎作三郎（内務参與官）・川崎
克（司法政務次官）・小原直（司法次官）・小山松吉（検事）・中川健蔵（文部次官）・小野塚喜
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平次（東京帝国大学総長）・美濃部達吉（東京帝国大学教授）・佐々木惣一（京都帝国大学教
授）・今井田清徳（逓信次官）・水野練太郎（貴族院議員）・近衛文麿（同）・高田早苗（同）・
塚本清治（同）・伊澤多喜男（同）・青木信光（同）・松平頼壽（同），関直彦（同）・黒田直和
（同）・粕谷i義三（衆議院議員）・清瀬一郎（同）・藤沢幾之輔（同）・前田米蔵（同）・山崎達
之輔（同）・櫻内幸雄（同）・富田幸次郎（同）・安部磯雄（同）・林毅陸（同），《幹事長》潮恵
之輔（前出），《幹事》館哲二（内閣書記官）・金森徳次郎（法制局参事会）・次田大三郎（内務
省地方局長）・大塚惟精（内務省警保局長）・泉二新熊（司法省刑事局長）・篠原英太郎（文部
省普通学務局長）・関屋龍吉（文部省社会教育局長）といった各大臣・官僚・貴衆両議院議員・
　　　　　　　　　　　　　　　　（81）学識経験者など多彩な顔ぶれを網羅した衆議院議員選挙革正審議会を設置し，その設置期間中
に総会6回，幹事会7回，第一特別委員会18回，特一特別委員会小委員会（事務官の身分保障
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（82）に関する件審議）3回，比例代表に関する小委員会3回，第二特別委員会7回の審議を重ね，
①投票防止に関する件，②選挙運動費用減少に関する件，③選挙干渉防止に関する件，④立憲
思想油養に関する件，など多様な議題に取り組むことになったが，これらはいずれも「政党政
治」への信頼をいかに回復するかという課題に収敏されるものであった。
　当審議会は選挙制度の革正を媒介に政党の機能改善を成し遂げることによってこの課題の実
現をめざしたものであったが，それを実現するについてまず第一に期待が寄せられたのが比例
代表制の導入であった。
　比例代表制については普通選挙法審議の過程においても「希望条項」としてある程度の注目
　　　　　　（83）がなされてきたが，今回，別に小委員会が設けられたことにも示されているように，「政党政
治」のジレンマを克服する制度的対応策として改めて大きな期待が寄せられ，その有効性と実
現可能性をめぐって慎重な討議に付されることになった。
　では比例代表制はいかなる意味に於て先に述べたの弊害の是正を期待しうるものだったのか。
　比例代表制の特徴は，言うまでもなく個人間の競争が団体間の競争に転換されることにある。
それではなぜ個人間の競争が団体間の競争に転換されることによって先の「政党政治」の通弊
が改善されるのか。以下この点を順を追って述べてみたい。
　まず第一に，特定の議員候補者と選挙区との密接な関係を断つことが可能になり，その結果，
各候補者を地域利害の重圧から解放しうるということである。
　この点について審議会の委員であり，終始比例代表制の有用性を強調しつづけた美濃部達吉
は，比例代表制での効用点をいくつかあげた中で現行選挙法の弊害を次のように指摘していた。
　　　「現在の選挙の著るしい弊害，長所もないでもありませぬけれども（美濃部は以前は政
　　党が地域の利益代表として機能することを推奨していた），弊害の非常に多いのは選挙区
　　とそれから議員との関係，其当選者たる議員が選挙区に於ける人望を終始つないで行かな
　　けれぽならぬと云う其関係が余りに密接である為めに選挙区の為めに運動する。（中略）日
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　　本では此自分の選挙区の為めに平素終始尽さなければならぬ。之が何如にもそれは多少の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（84）　　長所はありますけれども弊害の方が多いと云うことを私は思うのであります」
　こうした弊害を生む現行選挙法とは異なり比例代表制を採用し投票対象を個人から団体にか
えれぽ特定の候補者が選挙区の利益に拘束されることはなくなり，その結果，特定の議員を媒
介に地域の利益代表として機能している政党の実情に変革を加えることも一定限度可能になる。
まさに「政党政治」の大部分の弊害はこの政党が地域の利害に翻弄されるという点に胚胎して
いるのであり，したがってこの弊害を是正しうる点において比例代表制の最大の効用が期待さ
れたのは自然でもあった。
　第二に，選挙資金負担の軽減が可能になるということである。この点について委員の一人で
あった衆議院議員前田米蔵は，「どうも日本の現在の選挙の実際を見ると所謂小選挙区であっ
ても大選挙区でも同じでありますが，運動の方法が余り個人的であって団体的ではない。（中
略）それで比例代表制を採れば其運動の方法は今日の如く個人的にはならないから選挙費用は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（85）余程軽減せられるようになるということを私は常に考えて居ります」と述べているが，まさに
前田の言うように，比例代表制の下では個人の選挙運動の必要性が減少し，その結果選挙運動
費用の縮減がはかりうるという利点があった。また団体（政党）への投票であるために「当の
敵と戦うのみならず味方同士も戦って投票を争う」という必要性がなくなることも選挙費用を
減少させる上で有効であった。そしてこうした二重の意味で選挙費用の軽減をはかりうるとい
うことは，政党の資金負担を軽減し，それにょって選挙資金にからむ政党の金権体質を浄化し，
政党に対する選挙民の「信頼」を回復しうるという効果をもつという点で大きな期待が寄せら
れたのである。さらにこの政党の体質の浄化という観点からいえぽ，個人が選挙運動を行なう
機会が減少し，有権者と候補者の個人的な接触が断たれることも，買収という選挙の通弊を是
正し，政党の粛正に貢献するものとして注目が寄せられた。
　第三に，名簿の上位に掲載される政党幹部が優先的に当選し，そうした政治的有力者を衆議
院に結集することができるということである。この点について美濃部達吉は次のように述べて
いる。
　　「政党の勢力の有力なる人でありますると，或は党の幹部に居るというような人は落選す
　　るというようなことは全くない，別に運動も要らない，必然当選を得るのであります。
　　（中略）私は此政党の有力者は全部衆議院に集まるのが当然で，（中略）無理に貴族院から
　　退けて衆議院の選挙に立たしめるということは出来ない状態でありますから之は比例代表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（86）　　制に依って有力者は何等の危機なく当選するようにしなけれぽならぬ。」
　このように「有力なる人」の衆議院への結集をはかりうることは，その統率力の下に党内統
制を強化し，政党の行動を規律しうるという利点があった。この点について美濃部は政党幹部
が候補者名簿掲載順位の決定権すら掌握し，そこで決定した順位は「動かす可からざるもので
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（87）あるというように皆が諒解する慣習が出来なけれぽならぬ」とさえ提言していた。
　つまり美濃部は，このように名簿掲載順位決定権をはじめとして，少数幹部の専断によって
党内を統制し，党の行動規準を統一しうる効果を比例代表制に期待していた。マックス・ウェ
ー バーは大衆国家における議会政治（「政党政治」）が宿命的に帯びざるをえない特徴を「代議
士大群は，すべて特定の『リーダー』または内閣を構成している少数の『リーダー』の追随者
　　　シ　　ヘ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘ　　へ
としてのみ働いているのであって，『リーダー』が成功を収めている限り，盲目的に『リーダ
　　　　　　　　　　　　　　ひし　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　へ　　　も　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ
ー』に服従しているのである。そうであるのが当然なのだ。『少数の原則』，すなわち少数者か
らなる指導的グループのもつ卓越した政治的機動能力が，つねに政治的行動を支配している。
　　　　　　　　　　　　　　　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　へこの『ケーザル主義的』な特徴は（大衆国家では）根絶し難いものである。しかしながら，こ
の『ケーザル主i義的』な特徴だけが，多頭的政治を行なう議会内部で雲散霧消してしまう公共
　　　　・・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（88）に対する責任というものを，特定の数人に帰せしめることを保証しているのである」（傍点原
文）というように醒めた目で析出してみせたが，美濃部が比例代表制の効用点のひとつとして
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（89）「民衆的政治（デモクラシー）に独裁的政治を加味する」という点を挙げているのをみれぽ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へ　　のし　　ヘ　　ヘ　　へまさにウェーバーが検出した大衆国家における「議会政治」が帯びる宿命的特質を，むしろ
　　　　　　　　　　　　　　　　ヘ　　　ヘ　　ヘ　　　へ「議会政治」が有効に機能するための必要条件として要請していることが理解できるであろう。
このように党の意志決定を少数幹部の点に集中することは，地方の利益を代弁しがちな下部党
員の要求を抑え，前述の地域社会の圧力に拘束されがちな政党の行動を刷新する狙いが込めら
れたものであることは言うまでもない。
　第四に，比例代表制の狙いのひとつに込められていた「立憲思想の泡養」については，党派
への投票制度の下では政党にも地方利益誘導ではなく必然的に政治的主義主張の明確化を要求
することになるなかで，国民の側にも地方利益誘導の存否ではなく国政担当能力の有無という
「政党本位」（美濃部達吉）の観点から政党の政権担当能力を判別しうる能力を薫育することに
眼目が置かれており，この党でこうした政党の行動規準の刷新と密接な関係をもつものであっ
た。
　このように個人から党派への投票に変換することによって，さまざまな派生的な「政党政治」
刷新効果をもつと予見された比例代表制度は政友会・民政党両既成政党の期待をひとしく集め
　　　　　（90）ることになった。これをもってしても，両既成政党が地域社会の圧力とそこに胚胎する「政党
政治」の信用低下にいかに苦悩しつつあったかを逆に窺い知ることができる。
　しかし比例代表制がこうした意味での「政党政治」の綱紀粛正についての効果を期待された
としても，それのみによって「政党政治」の行政に対する統合機能の回復をはかることにはや
はり困難が予想された。ここにおいてこうした比例代表制を補完し行政権力の安定化を確実に
するために浜口内閣が選択した方策は，行政権力を議会から分離させ，行政権力の純化をはか
ることによってその安定化をめざすことであった。
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　この民政党内閣の指向を最も明瞭に示すものが事務官の身分保障強化への期待である。事務
官の身分保障強化とは，内閣もしくは政務官とは別に事務官僚の身分を強化することによって
官僚制の自立化をめざす政策であった。この間題についての審議は，比例代表制と同様，衆議
院議員選挙革正審議会においてなされることになった。このことは，この事務官の身分保障の
強化政策が比例代表制を補完するものであったことを示している。そして比例代表制と同様，
この事務官の身分保障の強化が浜口民政党内閣にとっていかに重要な課題であったかは，同審
議会委員の一人であり民政党内閣に好意的であった美濃部達吉が，「此問題は本会に於て議論
せられた問題の中で最も重要な問題であろうと思うのであります。……殊に若しも本会に於て
此問題だけでも決定することが出来たならば此委員会の大なる効果があったものであると信ず
　　　　　（91）るのであります」と述べていることをもってしても理解できる。
　この事務官の身分保障案の狙いの眼目は次の美濃部達吉の意見に示されているように，事務
　　ヘ　　　ヘ　　ヘ　　　ヘ　　ヘ　　　へ
官を内閣からさえ自立させることであった。
　　「r政党政治』でありまする結果，内閣に余り重大な権力を持たせるということは余程避け
　　なけれぽならない。内閣のかわる度に其内閣の自由に色々な許可とか認可とかいうことを
　　される，まるで地方的の所謂利権と云う問題が内閣の意志に依って如何様にも左右される
　　という状態は何とか避けなけれぽならぬ。そこで事務官の独立というものが認められる主
　　もなる理由がある。許可とか認可とかいうような利権問題が内閣の自由にならないように
　　事務官というものに比較的独立の地位を持たして其事務官が矢張り許可認可に付いて内閣
　　を制肘する丈けの力を持って居る，内閣はそう自由に事務官を動かすことが出来ないよう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（92）　　にすることが大切なことではないかと思って居ります」
　つまり美濃部は，民政党内閣が比例代表制を導入して議会が地域社会の利益要求に翻弄され
る事態の改変をめざすことに賛成しつつも，「政党内閣」であるかぎりやはり内閣がそうした
圧力にある程度左右されることは如何ともしがたいため，行政の一貫性を確実にするためには
「内閣に余り重大な権力を持たせることは余程避け」，むしろ「事務官というものに比較的独立
の地位を持たして」，さらに「内閣を制肘する丈けの力を持」たせることが必要であることを
強調しているわけである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（93）　ではこのように「行政官が十分に働くことが出来るようにする」（小野塚喜平次）べく官吏
の身分を保障し，行政の一貫性を保持しようという政策は本来「政党内閣制」と背反するもの
であったのであろうか。「はじめに」で述べたように，もとより日本の「政党内閣制」は議会
をさほど重視したものでないとはいえ，この政策が明らかに行政意志の担い手を官僚の側に移
行させようとした点では，たしかに従来の「政党内閣制」から逸脱するものではあったかも知
れない。だがここで最初にも述べたように，「政党内閣制」の要請根拠は帝国憲法体制の下で
行政意志の統一をはかるために各行政機構の分立性を克服するという点に置かれていたことが
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想起されなけれぽならない。そうであるかぎりこの官吏の身分保障案は政友会のめざした「政
党内閣制」をその手段において修正するものではあっても，「政党内閣制」の目的それ自体に
背馳するものではなかった。いやむしろ「政党内閣ではあるが，事務官の本来の意味に従って
　　　　（94）之を重んずる」（佐々木惣一）ことによって「政党内閣制」の本来の目的の達成を補完するもの
ですらあったのである。この官吏の身分保障案が政・民両既成政党ならびに官僚・学識経験者
　　　　　　　　　　　　　（95）ら各委員の広範な賛同を得たのは，このゆえに他ならなかった。
　最終的にこの官吏の身分保障案は若干の論議を経た後，次のような形で答申としてまとめら
れ提示された。
事務官ノ身分保障二関スル件
一，文官分限令第十一条第一項第四号ノ規定二依リ休職ヲ命ゼントスル場合ハ「文官考査
　委員会」二付議シ其ノ意見ヲ徴スルヲ要スルコト。
二，文官考査委員会ヲ高等，普通ノニ種トシ高等文官考査委員会ハ勅任官及奏任官ノ休職
　二付テ，普通文官考査委員会ハ判任官ノ休職二付テ審査スルコト。
三，高等文官考査委員会ハ内閣二設置シ，内閣総理大臣ヲ会長トシ左ノ委員ヲ以テ之ヲ組
　織スルコト。
一，内閣書記官長。
二，各省次官二人。
三，会計検査院長。
四，行政裁判所長官。
五，十年以上勅任官又ハ奏任官タリシ者二人。
　前項第二号及第五号ノ委員ニハ相当ノ任期ヲ付スルコト。第一項委員ノ外相当数ノ予
備員ヲ置クコト。
四，普通文官考査委員会ハ左ノ官庁二設置シ其ノ庁ノ長官ヲ会長トシ委員ハ原則トシテ部
　内高等官及部外高等官各二人ヲ以テ之二充ツルコト。
??????
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朝鮮総督府
台湾総督府
関東庁
樺太庁
南洋庁
会計検査院
行政裁判所
警視庁
北海道庁
府県
朝鮮総督府道
台湾総督府州
貴族院事務局
衆議院事務局
其ノ他ノ官庁ニシテ所轄大臣二於テ必要アリト認メタルモノ
五，文官分限令第十一条第一項第四号二依リ休職ヲ命ジタルトキハ文官考査委員会ノ決定
　並其ノ理由ハ本人ノ要求二依リ交付スルコト。
六，退官シ又ハ休職ヲ命ゼラレタルコトアル現在ノ官吏ニハ前五項ヲ適用セザルコト。
　　七，退官者ヲ更二任用シ又ハ休職官吏ヲ復職セシムルニハ文官考査委員会二付議シ其ノ意
　　　　　　　　　　　　（％）　　　見ヲ徴スルヲ要スルコト。
　ここにおいて浜口民政党内閣は比例代表制という選挙制度の改正を模索し，さらに官吏の身
分強化の効果に期待することによって「政党政治」の機能不全を回復してその再建をめざすこ
とになったわけである。
　ところがここにおいて逆の懸念が生じることになった。すなわち，比例代表制が候補老と選
挙地域との間の密接な関係を断つことによって地域の利害に拘束されがちな「政党政治」の粛
正に効果が予想される一方，逆に，党派を媒介とすることによっては政党が候補者個人を媒介
とするのと同様の有権者の能動的支持を喚起することが困難になり，ひいては議会の求心性を
喪失せしめ，行政権力の動揺に連動する可能性があったということ，これである。いわんや議
会から官僚の側に権力の比重を移行させることをめざした事務官の身分強化政策を採用する場
合，この懸念は一層深刻となる。
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　この陥穽を回避するために民政党がとった対応が議会重視の姿勢を強調することであった。
すなわち民政党が議会を「重視」したのは，党を媒介に行政権力と議決権力を融和させること
によって行政権力の安定化をめざす政友会とは異なり，行政権力の議決権力からの相対的自立
化をはかり行政権力を純化することによってその安定化を志向した民政党型「政党内閣」にあ
っては，今度は逆に行政権力が国民の能動的支持から遊離し不安定化するという事態が懸念さ
れたがゆえ，それを補完するためのイデオロギー操作の側面が強かった。そうであれぽこそ民
政党が岡田内閣下において軍部・官僚勢力との連合体制に傾斜して後においてこそ一層，「議
会主義擁護」の姿勢を誇示しつづけることが必要となったのである。
小括一ならびに「政党政治」の崩壊から近衛新体制までの見通し一
　翻って考えれば「政党政治」の課題は，日露戦後次第に顕在化しはじめた帝国憲法体制下で
の行政権力の分立性を政党を結合紐帯とすることによって克服し，国際経済競争への参入に向
けて緊急の課題であった経済的強国化をめざして国家意志の統一をはかることであった。この
役割を担ったのが政友会であり，政友会にとっての課題は従来いわれているような地方利益要
求の吸収ではなく，経済的強国化へ向けて経済活動の広域化の推進をはかることによって地域
産業を活性化することであった。交通・教育・地方制度改革など一連の政策がすべてこの目的
に収敏するものであったことは先に述べたとおりである。
　ところが地域の産業化の推進をめざしたものであったにもかかわらず，政友会が行なった地
方への資本投下は既に存在した地方利益要求を活性化すると同時に再生産することになった。
しかもこうした地方への資本投下が不可避的に造出する地域間格差から生ずる不満はより熾烈
な圧力として政党を突き上げることになった。「政党政治」の課題が経済的強国化へ向けての行
政意志の統一にあったとはいえ，それは選挙を通して多数党を育成することなしには不可能で
あったため，政党はこの要望をある程度摂取する必要に迫られることになった。だが，この両
者は無矛盾的なものではありえなかった。したがって以後政党は，前者の要請を実現するため
に後者の要求に冷淡ではありえない一方，後者の要求が前者の要請の実現を阻害することがな
いよう後者の要求を制御するという困難な課題を負わされることになった。「政党政治」の実相
とは従来の地方利益論がいうように政党が地方利益の導入それ自体を政策目標に掲げてそれを
無矛盾的に受容していった過程ではなく，政党がこの両者の課題への対応に悩殺されつつも，
基本的に後者の制御を模索する過程であり，その意味で常に深刻な矛盾を包蔵していた。
　しかもこの矛盾は，普通選挙が導入され地方利益を要求する主体が拡大したことによって更
に深化した。この意味で，この矛盾が極大化したのがまさに田中・浜口内閣期であった。しか
も田中内閣期においては北伐の進行に伴う対中国情勢への対応に迫られたことによって，こう
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した地域社会から上昇する圧力への対処に政党が忙殺されることは「政党政治」の存続にとっ
て致命的な危機となった。
　こうした危機の深刻化に対する田中内閣の対応が，地方利益要求の存続を容認しつつも，地
方分権によって地域社会からの圧力の上昇を地方レベルで遮断することで，国家行政を地域社
会の圧力から相対的に解放し，国家行政の課題を，政党を主導にしつつ，対外的危機への対応
に集中化することであった。
　ところが対外的危機への対処に向けて国家行政の方針を一元化するという後者の狙いは成功
せず（張作森爆殺事件），まさにそのために田中内閣自体が瓦壊したことによって地方分権自
体が成功の見通しを断たれることになった。
　こうした中で，外交政策によって対外的危機を回避すると同時に，比例代表制と事務官の身
分保障政策を並行的に導入し，地域代表としての政党の政策を改変することは「政党政治」の
破綻を回避するために浜口民政党内閣が採りえたぎりぎりの選択であったわけである。
　もっともこの政策が双方とも成立していたとしても，民政党への賛同者が期待したシナリナ
どおりに「政党政治」の革正に成功したか否かは大いに疑問である。
　しかし事実は次のように民政党内閣が描いたシナリオからさえ大きく逸脱した方向に進展す
ることになった。
　まず第一に，軍部が本格的な自立化を開始したことである。1928～31年の間の軍部の動向は
それ自身別の論稿を用意して検討しなければならない大きな問題であるが，ここで重要なこと
は，軍部が対中国権益の確保はワシントン体制の打破を前提としてのみ完遂できうるという見
通しを確立し，その下に自立化を開始したことである。ここに至って対中国権益の確保とワシ
ソトン体制の擁護を両立させようとする政党との間の妥協が非常に困難になった。
　第二に，比例代表制は「政党政治」の革正政策としてあれだけ広範な期待を集めたにもかか
わらず細部の合意に至らなかったことによって今回は成立が見送られ（もっとも以後も比例代
表制への期待は継続し審議項目にのぼる），他方で官吏の身分保障の強化政策のみが，民政党
が準与党であった斎藤実挙国一致内閣の下で成立したことである。このような現実は以下のよ
うな事態を生むことになった。
　まず分限令の改正によって立場を強めた府県の事務官の裁量の前に政党の地方利益誘導機能
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（97）は大きく減殺されることになったということである。もっとも，何度も述べたように，政党の
側は自らが地方利益要求に拘束され続けることに苦慮しその制御を模索していたわけであるか
ら，それ自体は憂慮すべきことではなかった。
　ところが，軍部の自立化が顕著になりつつあった状況の下でこうした事態が進展すると，そ
れが「政党政治」に肯定的に作用することは難しくなる（もっとも，この時点で「政党政治」
は形式的には既に崩壊していたが）。なぜなら利益誘導の媒介となることは確かに政党にとっ
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て苦慮すべきことではあったが，その反面，それによって政党が国民に対する統合力を保持し
ていたことはまぎれもない事実であったからである。したがって軍部が明確な自立化を開始し
た状況の中で，政党が国民に対する求心力を喪失し，その結果多数派形成に支障をきたすこと
は，政党を結合紐帯に行政の統合をはたし，軍部の逸脱を制御することが不可能に立ち至るこ
とに他ならなかった。こうした陥穽を打開するためには，やはり政党が何らかの形で利益統合
の主体となることが必要であった。この点を自覚した民政党がとった対応が職能利益誘導を重
視することによって再び国民に対する統合力を回復することであった。
　しかし当該時期において職能利益統合を行なうことは以下の点で困難が伴った。第一に，例
えば農業利益の場合などに顕著なように，未だ職能利益は地方利益と未分化な面も強く，職能
利益のみを弁別して政党が統合の主体たりえることは困難であったこと。第二に，他方で重工
業を中心とした近代産業の分野においては，恐慌以後，なかんつく準戦時体制下においては高
度な専門的知識が必要な統制経済が進展したために，そこにおける職能利益への配慮はもはや
政党の操作の能力を超えていたこと。第三に，同じく近代産業の分野においては職能利益は階
級利益との近接性が強く，この点からも既成政党が誘導することは困難であったこと。
　これらの点で民政党が職能利益の誘導主体になり行政の統合を維持することが困難であった
とすれば，もはや残された方策は職能代表をある程度重視しつつも「軍部と謂わず，官僚と謂
わず，政党と謂わず，其の何れも皆な党同伐異の随習を一螂し，虚心担懐各々其の所信を閲明
すると共に，小異を捨てて大同に就き，挙国一致，盛んに経論を行い，以て非常時の克服に遇
　（98）進する」というように軍部・官僚との連合体制を確立し，その上で行政の主導権を掌握するこ
とをめざす以外になかった。民政党は既に協力内閣運動においてこうした方向を試みていたが，
岡田内閣成立以降は，斎藤内閣以上に軍部・新官僚の連合政権という性格が鮮明であった同内
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（99）閣を支持し，さらに同内閣が「内閣の変動によって動かされざる確固不抜の政策を確立」する
ために内閣から超越し「各方面の代表者を網羅」して組織した内閣審議会を支持し，「審議会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（100）の得たる成案は統一せる国論と見倣して……直ちに之を実行する」ことをさえ推奨したことに
よってさらにこの方向を明確にすることになった。もっとも先に述べたように，民政党が行政
権力を議会から自立せしめる方向を明確にしつつあったことはこうした選択を比較的容易にし
た。しかしこれによって民政党の政治的体質の中に親軍的傾向と「議会中心主義」の姿勢が両
立することになった。
　しかしここで見のがしてはならないことは，この選択は政友会との溝を一層深めることにな
ったということである。しかも注意を要することは，その際の両老の応酬が憲法論争を巻き込
んだことによって両者の対立は帝国憲法体制下における政権構想をめぐる原理的対立という様
相を深め，その妥協が決定的に困難になったということである。
　すなわち民政党の側は，「（国防・財政・産業の……小関）所謂三全主義を実行するに当りて
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は国務の全体に亘りて一大英断を要するは勿論であります。（中略）此大事業を成し遂ぐるは，
到底一党一派のよくする所ではありませぬ。（中略）さきに我等が政友会と共に斎藤内閣を援
助せるも又岡田内閣に協力せるも，将た又内閣審議会の設立を提唱し，挙国一致国策の樹立に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（101）努めん事を主張せる所以も，実に此に存する次第であります」と軍財政抱合の下での強力な国
策樹立は政友会の固持する単独内閣（「憲政の常道」）では不可能であり，連合政権の構築とそ
れへの参入が必要であることを強調した。
　これに対して政友会の側は，「再び此種内閣の存立を容認せんか，恐らく政党政治は其根底
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（102）から覆えされる危れなしとしない。まことに憲政の危機で，我等は之を傍観するに忍びない」，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（103）「責任内閣制を素り……ファッショ的な内閣審議会を設くる必要もあるまい」とそれぞれ岡田
内閣，内閣審議会を憲政に逆行するものであるとして批判した。
　つまり民政党の側は現実政治の要請を重視して政友会の単独内閣論（「憲政の常道」）の無力
性を指弾したのに対して，政友会の側はあくまで「憲政の常道」という形式性に依拠して民政
党の連合政権論（岡田内閣・内閣審議会支持）を批判したのである。
　最初にも書いたように，帝国憲法が「議会主義」を原則とする一方，「政党内閣制」採用の
是非を明文化していないかぎり憲法論の観点からこの両者の応酬に判定を下すことは不可能で
あった。ところが，政党を媒介に議会との調和をはかることによって行政の強化をめざした政
友会の「政党内閣制」は，政党に対する反情が高まるにつれ政党の行政への侵食として批難さ
れ（rはじめに」で引用した上杉慎吉の「政党内閣」批判参照），その依拠する「憲政の常道
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（104）論」は「其政友会が今盛んに憲政常道論を疾呼するも，其声に幾千の事実あるかを疑わしめる」
と自らの政権確保を有利に導くための論理と見なされて，そのイデオロギー的粉飾性を攻撃さ
れることになった。他方これに対する反動も作用して，議会と行政を分離し行政の純化をはか
ることによってその安定化をめざした民政党の連合政権論は行政と議会双方の自律性を維持す
る論理として好意的に受けとあられることになった。
　このような政友会の「政党内閣制」の不評と民政党の連合政権論への期待を象徴的に示すも
のは，当初政友会型の「政党内閣制」を称賛していたにもかかわらず，ついに「……社会の転
換期に際し，社会組織および政治組織に根本的な大変革を必要とする時代においては，政党内
閣は余りに無力であって，時勢の要求に適するものとは思われない。（中略）こういう時代に
際しては，これまでのような政党内閣を以ては，その目的を達することは困難であり，それに
は強力な挙国一致内閣を必要とする。（中略）憲法政治を維持しながら，しかも今日の困難な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（105）時局に当るがためには，これをおいて外に適当な方法が有るとは思われない」と次第に民政党
型の連合政権を合理化する方向に傾斜していった憲法理論の変化であった。しかも自らが参入
する連合政権が実質的に議会から遊離していることの不利を自覚した民政党が，それを克服す
るために「その内閣がその名目において挙国一致内閣たると否とに拘らず，議会政治を無視し
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ては何事も為し得ない」，「内閣審議会が立案せる国策がその実行に移される場合は，絶対的に
議会の協賛を経ねぽならぬ」というように岡田内閣ならびに内閣審議会を支持する場合にも
「議会主義」緊持の姿勢を誇示したことは，さらに憲法理論の支持を集めるについて有利に作
用した。政友会が美濃部の天皇機関説（というよりその憲法理論）に対する激烈な批判を行な
わなければならなかった根拠がここにあった。
　本来行政の強化をめざすについても政党を媒介にした議会との調和を維持するという権力編
成方式（「政党内閣制」）に固執し，そのかぎりで相対的に民政党より議会を「重視」していた
ともいえる政友会が，かえってそのゆえに行政と議会に対する政党の侵食としてその単独内閣
論を批判され，むしろ表面的にはともかく，実質的には「一局部的知識を有する専門家若くは
素人の集合である政府と議会に於て，真に時代を見通したる国家百年の長計を樹立することは
困難」というように議会とそれをもとに構成された内閣（「政党内閣」）の政策立案能力への不
信から議会と行政の分離を推奨していた民政党が行政の自律性と「議会主義」を維持するもの
としてその政治姿勢を称賛されたのは皮肉であった。
　こうした不利な状況に追い込まれた政友会が採りえた方策は，天皇機関説批判・国体明徴運
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（106）動へと岡田内閣攻撃を熾烈化していく以外になかった。が，この選択はさらに政友会の立場を
孤立化させることになった。
　ところで民政党の側も軍部・新官僚との連合体制に参画することによって行政の主導権確保
をめざしたとはいえ，むしろ連合体制内部における国策決定においては軍部・新官僚に主導権
を奪われることになった。だがそうした国策は政党の主導によるものでないかぎり，それに向
けて国民の政治的能動性を喚起することは困難であった。
　すなわち政友会の「政党内閣制」が多数党の育成を媒介に行政の統合をめざしたために「世
論」の一定の導入をはからなけれぽならなかった結果，その「世論」の圧力自体を制御できな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘ　　ヘ　　へかっただけでなく，対中国権益の「危機」の進展の中で行政の統合自体も維持できず，結果的
へ
に両老の圧力に挟撃されて崩壊したとすれぽ，民政党型の権力編成（→挙国一致内閣）は行政
と議会を切り離したことによって「世論」の圧力から行政を解放した反面，行政の統合をいか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　へに維持し，行政の方針にいかに国民を糾合するかという課題に当初より悩まなければならなか
ったわけである。が，こうした相違はあったとはいえ，1935～1937年にかけて内務省が主導し
た選挙粛正運動に両政党とも追随せざるをえなかったのは，選挙の粛正を媒介にいま一度議会
への信頼を回復することによってその存立を安定せしめ，それによって行政に対する国民の能
動的支持を喚起するという課題において共通していたためであった。しかし選挙の粛正を足が
かりに，議会への信用回復をたとえある程度なしえたとしても，統制経済の進展の中では議会
が政策立案の中軸になりうる見込みがなく，しかも行政と議会の分離が進行していた状況の中
では，それによって行政の安定化をはかりうる見通しは少なかった。
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　だがこうした権力の分立状態において突入した戦時体制下においてこそ，皮肉なことに行政
の統一と行政への国民の動員が最大の急務となった。この両者の課題を達成すべく戦時体制下
において各政党をも抱合した連合体制が近衛新体制であった。近衛新体制は東亜新秩序の確立
という課題を高唱しつつ，戦時体制という異常事態の中で各政党をも抱摂しつつ，従来の政党
が目標にした行政の統合という機能を代位することをめざしたものであった。近衛新体制の中
で各政党が役割を終え解党していったのはこの意味で自然であった。が，何度も述べたように
広域経済行政圏の確立を終始政策目標に掲げていた政党が，より広大なアジアを包含する東亜
新体制の実現を標榜していた近衛新体制の中で自己の役割に終止符を打ったのは皮肉という他
はない。
　ところでこの近衛新体制が，戦争目的遂行に向かって国民の意志が収敏していくという戦時
体制下の有利な状況に支えられてもなおそれを糾合して行政の一元化を実現するという課題を
成就できなかったことは，近代日本における政治権力の分立という現実がいかに深い歴史的根
拠に由来するものであったかを逆に示している。したがってそうした政治権力の多元化を必然
化した日本近代国家成立期の歴史的環境までを視野に入れることなしには戦前期日本政党政治
史の消長をより深みから捉え直すことは不可能である。また，こうした政治権力の多元性がい
かに固定化されたかという近年制度史研究の分野で深められている研究成果をより有効に生か
すためにも，このような視野の拡大は不可欠なのである。さらに本論で述べたように，「政党
政治」崩壊の根拠が対中国政策を軸にした国策決定において政党が主導権を掌握できなかった
点に存するとすれぽ，大陸政策を熟成しそうした場において政党を凌駕した軍部の動向を究明
することも不可欠の課題になるであろう。
　本稿は日本政党政治確立から崩壊までの論理的見通しをつけると同時に，こうした諸課題に
　　　　　　　　　　　　　　（107）取り組むための準備作業でもある。
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　　例代表制度二関スル小委員会議事録」〈1930年12月19日〉。本文中で比例代表制のメリットとして挙
　　げた諸点のうち「第三点」については小路田泰直氏の先駆的指摘がある（同氏「両大戦間期の政党と官
　　僚」，r日本史研究』281号〈1986年1月〉，130～133頁）。なお比例代表制全般については拙稿「支配
　　イデオロギーとしての立憲主義思想の思惟構造とその帰結」（『日本史研究』322号〈1989年6月〉）
　　参照。
（90）　「第2回比例代表制に関する小委員会」〈1930年11月13日〉において民政党衆議院議員富田幸次郎
　　委員は「簡単なる方法で出来るものならば，比例代表制をやって見たい，斯ういう希望を持って居り
　　ます」と述べている。またすでに民政党は結党直後の1927年6月17日の政策起草委員会において「比
　　例代表制を採用し国民代表の公平を期す」という審議案文を提出していた（r民政』1927年8月，71
　　頁）。それ以降も比例代表制を称賛する見解はr民政』の何ケ所かに散見する。
　　　一方，政友会衆議院議員の前田米蔵委員も「まだ党としてまとまった意見はありませぬ」という留
　　保つきながらも「犬養さんも比例代表制を一つやってみてはどうかというような御考えもあるようで
　　あります」という観測を述べている（「比例代表小委員会速記録」〈同前所収〉。「第2回小委員会」の
　　み議事録だけでなく速記録も現存）。
（91）　「第8回第一特」〈1930年9月19日〉。
（92）　同上。この点については小路田泰直氏も指摘しておられる（同氏「両大戦間期の政党と官僚」，r日
　　本史研究』281号〈1986年1月〉，132頁）。ただし小路田氏は前掲「田中義一内閣とr地方分権』論」
　　においてはこれと同様の美濃部の言辞を「事務官の長たる国務大臣の構成する内閣と政党とが，相互
　　に自律的であることを保障する論理」（34頁）と評価しておられるが，文面をみれぽこの美濃部の言
　　辞が内閣の政党からの自立性を保障する論理ではなく，事務官の内閣からの自立性を保障する論理で
　　あることは一目瞭然であろう。ただこの構想が政友会型「政党内閣制」の現状を大きく修正する論理
　　であったことは間違いないにせよ，「政党政治そのものの否定に道を開く論議」であったと評価すべ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　ヘ　　へ　　きかどうかは疑問であろう。あるいは観念的には「政党政治」の弊害を修正する構想であったと捉え
　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ　　　ヘ　　ヘ　　ヤ　　ヘ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘ　　ヘ　　　ヘ　　ヘ　　へ　　られなくはない。むしろ問題は理念的には「政党政治」を補完する構想でありながら現実的には「政
　　党政治」の（実際この構想が実現した斎藤内閣成立時においては「政党政治」は崩壊していたので厳
　　密には政党のというべきであるが）衰退をもたらす方向に作用したという点に存するのである。
（93）　「第7回第一特」〈1930年9月12日〉。
（94）　「第17回第一特」〈1930年11月20日〉。
（95）　第8回第一特別委員会において内務次官潮恵之輔幹事が「此の文官の身分保障に付きましては御同
　　意のように存じます」と観測したように文官の身分強化の必要性については此委員会出席委員のほぼ
　　全員の賛同を得ていた。
（96）　「昭和5年公文雑纂（内閣各種委員会調査会諮問答申）」（国立公文書館蔵）。
（97）　この点については，有泉貞夫「昭和恐慌前後の地方政治状況一1929～ユ934年」（『年報・近代日本
　　研究六一政党内閣の成立と崩壊』〈1984年，山川出版社〉所収）ならびに拙稿「1930年代における
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　　r反既成政党勢力』の消長に関する一考察」（『日本史研究』304号〈1987年12月〉）参照。
（98）富田幸次郎（立憲民政党常任顧問）「国策の遂行と政府の決心」，『民政』1935年8月，8頁。
（99）頼母木桂吉（立憲民政党主任総務）「恒久的根本国策の樹立」，『民政』1935年7月，20頁。
（100）前掲「国策の遂行と政府の決心」，8～9頁。
（101）町田忠治（立憲民政党総裁）「我党の提唱せる当面の重大国策」，『民政』1935年10月，5頁。
（102）清水銀蔵（政友会顧問）「岡田内閣に主義として反対」，『政友』1934年9月，4頁。
（103）浜田国松（衆議院議長）「内閣審議会と議会制度に就て」，r政友』1935年6月，16頁。
（104）「民政連携の断絶」，『民政』1935年6月，11頁。
（105）美濃部達吉「政党政治の将来」（同r議会政治の検討』〈1934年，日本評論社〉所収），73～76頁。
　　この論文はr東京朝日新聞』に1934年1月18日から22日まで連載されたものである。
（106）民政党・新官僚・陸軍永田派・社会大衆党といった岡田内閣支援グループと政友会・皇道派グル
　　ープの間のこうした対立を鮮明に描きだしたものとして坂野潤治「政党政治の崩壊」（坂野潤治・宮
　　地正人編r日本近代史における転換期の研究』〈1985年，山川出版社〉所収）がある。
（107）軍部の動向については現在構想中の別稿で解明する予定である。
※引用資科のうちカタカナ，旧漢字，旧かな遣いについては適宜ひらがな，新漢字，新かな遣いに改めた。
　また読みやすいように句読点を補った部分もある。
（国立歴史民俗博物館　歴史研究部）
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　　　　　　　　　　Restructuring　of　Theories
over　the　History　of　Japanese　Party　Governm頭t
OzEKI　Motoaki
　　This　paper　is　a　preliminary　work　for　the　logical　restructuring　of　the　features　of
“Japan’s　party　government”history．
　　At　present，　the　so－called‘‘local　profit　theory”is　a　commonly．held　view　in　the
study　of“Japan’s　party　government”history．　But　this“local　profit　theory”tends　to
ultimately　see　the　merits　of“party　govemment”one．sidedly　in　the　function　of　main・
taining　the　power　balance．
　　In　order　to　avoid　falling　into　this　trap，　and　in　order　to　construct　a　total　theories
over　the　history　of‘‘party　governlnent”this　paper　is　not　only　based　on　the　view　that　it
is　essential　to　find　out　the　greatest　requirements　for“party　government”in　two　power
deciding　functions，　that　is，　the　introduction　of　local　profit　demands，　and　the　uni丘・
cation　of　executive　powers　in　government，　also　takes　the　standpoint　that　it　is　necessary
to　introduce　a　viewpoint　into　policy－making　by　paying　attention　to　the　object　of
execution　of　these　powers．　Based　on　these　two　points，　I　advocate　the　need　to　pτopor・
tionalize　the　requirements　for　power　arguments　in‘‘party　government”from　the
power，　by　means　of　the　above．　With　such　a　critical　mind，　I　have　analyzed，　in　the
first　chapter，　the　changes　in　the　policies　of　the　Seiyukai　party　（1900～1940）　during
the　period　from　the　Hara　Cabinet（1918～1921）to　the　Tanaka　Cabinet（1927～1929）．
　　In　the　second　chapter，　I　have　analyzed　how　the　political　party　racked　its　brains　to
cope　with　the　confiicts　caused　between　the　achievement　of　their　political　goals，　and
the　tneasures　for　power　construction　required　for　that．　I　have　also　analyzed　how
these　con且icts　link　with　the　pressure　which　brought　about　the　destruction　of‘‘party
government”，　by　focussing　on　the　concept　of　the　decentralization　of　power　to　the　local
authorities，　which　appeared　during　the　period　of　the　Tanaka　Cabinet，　and　to　the
idea　of　electoral　reform　which　appeared　during　the　period　of　the　Hamaguchi　Cabinet
（1929～1931）．Ihave　also　presented　the　view　that　Iocal　pro丘t　demands　do　not　neces．
sarily　exert　favorable　influences　on　the　existence　of‘‘party　govemment”．
　　And丘nally，　I　have　presented　a　Iogical　view　of　the　period　from　the　collapse　of　the
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idea　of　reformatioll　of“party　government”to　the　establishment　of　a　new　system
under　the　direction　of　Konoe　Fumimaro（1891～1945）．
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